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（証券コード 3762）
2025年６月12日

（電子提供措置の開始日 2025年６月５日）

株 主 各 位
東京都港区港南一丁目２番70号

テクマトリックス株式会社
代表取締役社長 矢 井 隆 晴

第41期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第41期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
なお、当日ご出席されない場合には、書面又はインターネット等により議決権を行使すること

ができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、
2025年６月26日（木曜日）午後５時30分までに行使いただきますよう、お願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時 2025年６月27日（金曜日）午後２時（受付開始 午後１時）
２．場 所 東京都港区港南一丁目２番70号

品川シーズンテラス ３階 カンファレンス
３．株主総会の目的事項
報告事項 １．第41期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告及び連結

計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告
の件

２．第41期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類報告の件
決議事項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）８名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以 上
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１.株主総会参考書類等の電子提供措置について
当社は、本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記
ウェブサイトに「第41期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しており
ます。（なお、本株主総会に関しましては、書面交付請求の有無にかかわらず、従来どおりすべての皆様に
電子提供措置事項を記載した書面をお送りしております。）
＜当社ウェブサイト＞
https://www.techmatrix.co.jp/ir/event/event_03.html
＜東京証券取引所ウェブサイト＞
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
上記のウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コード「3762」を入力・検索し、
「基本情報」「縦覧書類／ＰＲ情報」を順に選択の上、ご覧ください。

２．株主総会参考書類等に修正が生じた場合
株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類、計算書類の内容である情報等に修正が生じた
場合は、上記１の各ウェブサイトに掲載させていただきます。

３．当日ご出席にあたってのご注意
①ご来場の記念品、お土産等はご用意しておりません。
②車椅子等でご来場の株主様は、会場内に専用スペースを設けております。ご来場の際に、
会場スタッフへお申し付けください。

４．ライブ配信について
当日の模様は、インターネットによるライブ配信でご覧いただけます。ライブ配信で株主総
会をご覧いただく場合は、当日の決議に参加いただくことはできないため、議決権の事前行
使を行っていただきますようお願いいたします。なお、インターネットの接続方法やご視聴
方法に関するお問い合わせにはお答えできません。あらかじめご了承ください。

https://youtube.com/live/VTNOcHF8bfo?feature=share



議決権行使についてのご案内
株主様における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。｢株主総会参考書類」をご検討のう
え、議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。
議決権の行使には以下の３つの方法がございます。

株主総会ご出席 郵 送 インターネット

同封の議決権行使書用紙を会
場受付にご提出ください。ま
た、本招集通知をご持参くだ
さい。

同封の議決権行使書用紙に賛
否をご表示いただき、行使期
限までに到着するようご返送
ください。議決権行使書面に
おいて、議案に賛否の表示が
ない場合は、賛成の意思表示
をされたものとして取り扱わ
せていただきます。

指定の議決権行使ウェブサイト
(https://evote.tr.mufg.jp/)
にアクセスしていただき、行
使期限までに賛否をご入力く
ださい。

株主総会開催日時 行使期限 行使期限

詳細は次ページ以降をご覧ください

◎お願い 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申し上げます。

2025年６月27日(金)
午後２時

2025年６月26日(木)
午後５時30分到着

2025年６月26日(木)
午後５時30分まで

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
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スマートフォンの場合 QRコードを読み取る方法

インターネットによる議決権行使は、スマートフォンまたはパソコン等から議決権行使ウェブサイトにアクセスいただき、
画面の案内に従って行使していただきますようお願いいたします。

行使期限 2025年6月26日（木曜日）午後５時30分受付分まで

⼆回⽬以降のログインの際も「ロ
グイン⽤QRコード」をご利⽤いた
だけます。

「ログイン用QRコード」はこちら

「ログイン⽤QRコード」を読み取りいただくことで、
「ログインID」及び「仮パスワード」が入力不要でログインいただけます。

議決権行使書副票（右側）

画面の案内にしたがって
行使完了です

お手持ちのスマートフォンにて、
同封の議決権行使書副票（右側）
に記載の「ログイン⽤QRコード」
を読み取る。

●❶	QRコードを読み取る
議案賛否方法の選択画面が表
示されるので、議決権行使方法
を選ぶ。

●❷	議決権行使方法を選ぶ
画面の案内にしたがって各議案
の賛否を選択する。

❸	各議案の賛否を選択

見本

見本

電話 0120-173-027（通話料無料）
（受付時間 ９:00～21:00）

（三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部）
ヘルプデスク
システム等に関するお問い合わせ 議決権電子行使プラットフォームのご利⽤について

（機関投資家の皆様へ）
機関投資家の皆様に関しましては、本総会につき、
株式会社ＩＣＪの運営する「議決権電子行使プラットフ
ォーム」から電磁的方法による議決権行使を行ってい
ただくことも可能です。

インターネットによる議決権行使のご案内について
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ログインID・仮パスワードを入力する方法

「次の画面へ」をクリック
「ログイン」をクリック

●❶	議決権行使ウェブサイトに	
アクセスする

❷お手元の議決権行使書⽤紙の
副票（右側）に記載された	
「ログインID」及び	
「仮パスワード」を入力

以降は、画面の案内にしたがって
賛否をご入力ください

議決権行使ウェブサイト
https://evote.tr.mufg.jp/

●ご注意
（1）	郵送とインターネットにより重複して議決権を行使され

た場合は、インターネットによる議決権行使の内容を
有効として取り扱わせていただきますのでご了承くだ
さい。

（2）	インターネットにより複数回にわたり議決権を行使さ
れた場合は、最後に行使された内容を有効とさせてい
ただきます。

（3）	議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費⽤
（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担とな
ります。

（1）	インターネットによる議決権行使は、パソコンまたは
スマートフォンから当社の指定する議決権行使サイト
（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていた
だくことによってのみ実施可能です。（ただし、毎日
午前2時30分から午前4時30分までは取り扱いを
休止します。）

（2）	インターネット接続にファイアーウォール等を使⽤さ
れている場合、アンチウイルスソフトを設定されて
いる場合、proxyサーバーをご利⽤の場合、TLS暗
号化通信を指定されていない場合等、株主様のイ
ンターネット利⽤環境によっては、ご利⽤できない
場合もございます。

（3）	インターネットによる議決権行使は、2025年6月
26日（木曜日）の午後5時30分まで受付いたします
が、お早めに行使していただき、ご不明な点等がご
ざいましたらヘルプデスクへお問い合わせくださ
い。

1. 議決権行使サイトについて

― 5 ―



― 6 ―

株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）８名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案において同じです。）全員
（７名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役
８名の選任をお願いするものであります。なお、取締役候補者８名につき男性６名、女性２
名の構成となります。
当社は、事業の持続的な成長と安定性の向上による中長期的な企業価値向上が最重要課題

と認識しており、当社事業に精通し戦略的な思考能力、技術的先進性を洞察できる能力、コ
ンプライアンス及び内部統制に関する知識、当社対面市場に対する豊富な知識、企業財務及
び企業経営に関する経験と知識等を有する人材を候補として、取締役を選定しております。
なお、当社は、代表取締役社長と３名の社外取締役（独立役員である監査等委員）で構成

される任意の委員会である「人事委員会」を設置し、取締役選任候補の協議・指名及び取締
役の報酬案並びに取締役の解任候補の協議・決定を行い、人事委員会で策定した指名案に基
づき、株主総会付議議案として取締役会で決定しております。
また、監査等委員会から、監査等委員でない取締役の選任もしくは解任又は辞任について

株主総会において述べる意見の決定に関して、各候補者に関する当事業年度における業務執
行状況並びに業績等に加え、幅広い経験、能力等を踏まえ、各候補者は当社の取締役として
適任であるとの意見表明を受けております。
取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位及び担当

1 矢
や

井
い

隆
たか

晴
はる

再 任 代表取締役社長
最高執行役員

2 依
よ

田
だ

佳
よし

久
ひさ

再 任
取締役
専務執行役員
医療システム事業部門長

3 鈴
すず

木
き

猛
たけ

司
し

再 任
取締役
常務執行役員
アプリケーション・サービス事業部門長
CRMソリューション事業部長

4 志
し

賀
が

健
たけ

也
や

再 任

取締役
常務執行役員
情報基盤事業部門長
ネットワークセキュリティ事業部 事業部長
ネットワークセキュリティ事業部 営業本部 本部長

5 安
やす

武
たけ

弘
ひろ

晃
あき 再 任

社 外
独 立

取締役

6 海
かい

部
ふ

美
み

知
ち 再 任

社 外
独 立

取締役

7 堀
ほり

江
え

愛
あ

利
り 再 任

社 外
独 立

取締役

８ 久
く

保
ぼ

征
まさ

人
と 新 任

社 外
独 立

―
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取締役会への出席状況
100%（13回／13回）

所有する当社株式の数
134,454株

１
や い たか はる

矢井 隆晴 （1965年12月27日生）
男性 再 任

■ 略歴、地位、担当または重要な兼職の状況
1988年４月 ニチメン株式会社（現 双日株

式会社）入社
1993年６月 当社へ出向
2001年５月 当社入社
2005年７月 当社ネットワークインテグレー

ション営業部長
2007年10月 当社ネットワークセキュリティ

営業本部長
2008年８月 当社ネットワークセキュリティ

事業部長
2008年９月 クロス・ヘッド株式会社取締役
2009年６月 当社取締役執行役員ネットワー

クセキュリティ事業部長
2012年６月 当社取締役上席執行役員ネット

ワークセキュリティ事業部長

2015年６月 クロス・ヘッド株式会社代表取
締役副社長

2017年４月 当社取締役上席執行役員情報基
盤事業部門長 兼 ネットワーク
セキュリティ事業部長

2020年６月 OCH株式会社取締役（現任）
2022年５月 当社取締役専務執行役員情報基

盤事業部門長 兼 ネットワーク
セキュリティ事業部長

2024年 4 月 当社代表取締役社長最高執行役
員（現任）

2024年６月 クロス・ヘッド株式会社取締役
（現任）

2024年11月 Firmus Sdn. Bhd. Director
（現任）

■ 取締役候補者とした理由
長年ネットワークセキュリティに関する事業を指揮し、情報基盤事業部門の拡大と主力事業化を牽引
いたしました。当社経営全般に関する経験と卓越した知見を有しております。当社グループのさらな
る成長のために、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものです。

取締役会への出席状況
100%（13回／13回）

所有する当社株式の数
206,454株

２
よ だ よし ひさ

依田 佳久 （1964年４月19日生）
男性 再 任

■ 略歴、地位、担当または重要な兼職の状況
1987年４月 ニチメン株式会社（現 双日株

式会社）入社
1990年３月 当社へ出向
2000年４月 当社入社アドバンストシステム

営業部長
2001年６月 当社取締役アドバンストシステ

ム営業部長
2004年７月 当社取締役執行役員アドバンス

トシステム営業部長
2005年７月 当社取締役執行役員医療システ

ム事業部長
2012年６月 当社取締役上席執行役員医療シ

ステム事業部長
2017年４月 当社取締役上席執行役員アプリ

ケーション・サービス事業部門
長 兼 医療システム事業部長

2017年４月 合同会社医知悟CEO
2018年４月 当社取締役上席執行役員アプリ

ケーション・サービス事業部門
長
株式会社NOBORI代表取締役
社長
合同会社医知悟CEO 兼 業務
執行社員

2019年２月 株式会社A-Line取締役
2022年４月 PSP株式会社代表取締役（現

任）
2022年５月 当社取締役専務執行役員医療シ

ステム事業部門長（現任）
2025年４月 合同会社医知悟業務執行社員

（現任）

■ 取締役候補者とした理由
長年アプリケーション・サービス部門に関する事業を指揮し、医療システム事業の立ち上げと事業拡
大及び改革を牽引いたしました。当社経営全般に関する経験と卓越した知見を有しております。当社
グループのさらなる成長のために、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものです。
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取締役会への出席状況
100%（13回／13回）

所有する当社株式の数
88,894株

３
すず き たけ し

鈴木 猛司 （1967年１月21日生）
男性 再 任

■ 略歴、地位、担当または重要な兼職の状況
1989年４月 ニチメン株式会社（現 双日株

式会社）入社
1992年１月 当社へ出向
2000年４月 当社入社
2005年７月 アドバンストシステム営業部長
2007年10月 当社CRMソリューション事業

部長
2009年６月 当社執行役員CRMソリューシ

ョン事業部長
2016年６月 当社取締役執行役員CRMソリ

ューション事業部長
2017年４月 当社取締役執行役員アプリケー

ション・サービス副事業部門長
兼 CRMソリューション事業部
長

2017年６月 株式会社カサレアル取締役（現
任）

2021年７月 WISESIGHT(THAILAND) Co.,
Ltd., Director（現任）

2022年５月 当社取締役常務執行役員アプリ
ケーション・サービス事業部門
長 兼 CRMソリューション事業
部長（現任）

2022年10月 Choco Card Enterprise
Co., Ltd., Director（現任）

2023年 4 月 TechMatrix Asia Co., Ltd.
Director（現任）

2024年11月 モビルス株式会社取締役（現
任）

■ 取締役候補者とした理由
長年CRMソリューション事業を指揮し、また執行役員を務め、同事業の拡大を牽引いたしました。
当社経営全般に関する経験と卓越した知見を有しております。当社グループのさらなる成長のため
に、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものです。

取締役会への出席状況
100%（10回／10回）

所有する当社株式の数
1,100株
※2024年６月28日に就任
以降の出席状況

４
し が たけ や

志賀 健也 （1969年4月16日生）
男性 再 任

■ 略歴、地位、担当または重要な兼職の状況
2000年４月 当社入社
2013年 4 月 当社ネットワークセキュリティ

事業部 EMC営業部 部長
2018年４月 当社ネットワークセキュリティ

事業部 ネットワーク営業部
部長

2020年 4 月 当社ネットワークセキュリティ
事業部 第1営業部 部長

2022年 7 月 当社ネットワークセキュリティ
事業部 営業本部 本部長 兼
第１営業部 部長

2023年６月 当社執行役員 ネットワークセ
キュリティ事業部 営業本部
本部長

2024年 4 月 当社執行役員 情報基盤事業部
門長 兼 ネットワークセキュリ
ティ事業部 事業部長 兼 ネッ
トワークセキュリティ事業部
営業本部 本部長

2024年６月 当社取締役常務執行役員情報基
盤事業部門長 兼 ネットワーク
セキュリティ事業部 事業部長
兼 ネットワークセキュリティ
事業部 営業本部 本部長（現
任）

2024年11月 Firmus Sdn. Bhd. Director
（現任）

■ 取締役候補者とした理由
長年ネットワークセキュリティに関する事業を指揮し、情報基盤事業部門の拡大と主力事業化を牽引
いたしました。その豊富な営業経験と事業部門に関する高い見識が、当社グループのさらなる成長に
生かされると判断し、取締役候補者として選任をお願いするものです。
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取締役会への出席状況
100%（13回／13回）

所有する当社株式の数
0株

５
やす たけ ひろ あき

安武 弘晃 （1971年７月２日生）
男性 再 任 社 外 独 立

■ 略歴、地位、担当または重要な兼職の状況
1997年４月 日本電信電話株式会社入社
1998年10月 楽天株式会社（現 楽天グルー

プ株式会社）入社
2005年５月 同社執行役員
2007年３月 同社取締役執行役員
2007年４月 同社取締役常務執行役員
2010年６月 同社取締役常務執行役員DU副

担当役員
2013年６月 当社社外取締役（現任）
2014年１月 楽天株式会社（現 楽天グルー

プ株式会社）取締役常務執行役
員DU担当役員

2016年１月 カーディナル合同会社代表社員
（現任）

2016年 9 月 Junify Corporation, Co-founder
and CSO

2022年 2 月 株式会社マネーフォワード社外
取締役（現任）

2022年 7 月 Junify Corporation, CEO (現任)
2023年 3 月 株式会社NOVARCA社外取締

役（現任）

■ 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
インターネット事業及びシステム開発分野に関する豊富な経験と卓越した知見を有しております。経
営陣から独立した立場で、技術的な観点から当社の経営に有効な助言及び意見をいただくために、引
き続き社外取締役候補者として選任をお願いするものです。現に当社独立役員であります。

取締役会への出席状況
100%（13回／13回）

所有する当社株式の数
0株

６
かい ふ み ち

海部 美知 （1960年３月12日生）
女性 再 任 社 外 独 立

■ 略歴、地位、担当または重要な兼職の状況
1983年４月 本田技研工業株式会社入社
1988年６月 Bain & Company, Inc. 入社
1989年９月 日本電信電話株式会社入社
1996年５月 NextWave Telecom Inc.,

Director, Business
Development

1998年８月 ENOTECH Consulting, LLC
設立, CEO（現任）

2020年６月 当社社外取締役（現任）
2021年９月 成蹊大学客員教授（現任）

■ 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
インターネット事業及び新興技術分野に関する豊富な経験と卓越した知見を有しております。経営陣
から独立した立場で、起業家及びコンサルタントとしての経営戦略に関する観点から、当社の経営に
有効な助言及び意見をいただくために、引き続き社外取締役候補者として選任をお願いするもので
す。現に当社独立役員であります。
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取締役会への出席状況
92%（12回／13回）

所有する当社株式の数
0株

７
ほり え あ り

堀江 愛利 （1972年５月22日生）
女性 再 任 社 外 独 立

■ 略歴、地位、担当または重要な兼職の状況
1997年６月 International Business

Machines Corporation 入社
1999年 Prio, Inc. 入社

(現 Blucora, Inc.)
2000年 Quios, Inc., Director of

Marketing
2001年 Quaartz, Inc., Director of

product marketing
(現 Appiant Technologies,
Inc.)

2002年 Amity International, LLC設立,CEO
2013年１月 Women's Startup Lab, Inc.,

Founder & CEO（現任）

2019年９月 一般社団法人 Japan Innovation Network 理事
2020年６月 当社社外取締役（現任）
2022年 3 月 一 般 社 団 法 人 Womenʼs Startup

Lab Impact Foundation Japan
代表理事（現任）

■ 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
米シリコンバレーにおいて女性起業家育成プログラムを提供し、アントレプレナーシップをベースと
した次世代のリーダー育成に関する豊富な経験と卓越した知見を有しております。経営陣から独立し
た立場で、女性活躍に関する観点から当社の経営に有効な助言及び意見をいただくために、引き続き
社外取締役候補者として選任をお願いするものです。現に当社独立役員であります。

取締役会への出席状況
−%（−回／−回）

所有する当社株式の数
0株

８
く ぼ まさ と

久保 征人 （1979年７月26日生）
男性 新 任 社 外 独 立

■ 略歴、地位、担当または重要な兼職の状況
2004年４月 株式会社イージーネット 入社
2010年１月 楽天株式会社（現 楽天グルー

プ株式会社）入社
2011年11月 シナジーマーケティング株式会

社 入社
2014年６月 株式会社MonotaRO 入社
2016年７月 同社データマーケティング部門

長
2017年３月 NAVIMRO Co.,Ltd.理事
2018年３月 株式会社MonotaRO執行役デ

ータマーケティング部門長

2021年３月 同社執行役副社長データマーケ
ティング部門長

2021年５月 同社執行役副社長IT部門長
2022年３月 同社執行役副社長 商品、エンタ

ープライズビジネス管掌
2022年４月 同社執行役副社長リスクマネジ

メント室長 商品、エンタープラ
イズビジネス管掌

2024年11月 Bright&Keen株式会社代表取
締役（現任）

■ 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
株式会社MonotaROにおいて要職を歴任しているだけでなく、マーケティングにおける豊富な経
験・見識を有しております。経営陣から独立した立場で、主にこれまで当社が注力できていなかっ
た、データマーケティングに関する観点から当社の経営に有効な助言及び意見をいただくために、新
たに社外取締役候補者として選任をお願いするものです。同氏の選任を承認された場合、東京証券取
引所の定める独立役員となる予定であります。
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（注）１．依田 佳久氏は2022年３月31日まで当社の連結子会社であった株式会社NOBORIの代表取締役であ
りました。PSP株式会社は当社の連結子会社であり、同氏はPSP株式会社の代表取締役であります。
当社はPSP株式会社との間にネットワーク製品や保守管理等の取引がありますが、これらの会社に対
するそれぞれの売上高は当社売上高に占める割合が相対的に小さく（当社売上高の１％以下）、取引
条件も他社との取引条件と同等です。

２．鈴木 猛司氏は、TechMatrix Asia Holdingsの代表取締役であり、当社はTechMatrix Asia
Holdingsとの間にサービスの販売支援に関する取引等がありますが、当社から同社への支払は僅少
（5百万円未満）であり、取引額が当社売上高に占める割合が相対的に小さく、取引条件も他社との
取引条件と同等です。

３．海部 美知氏は、ENOTECH Consulting, LLCのCEOであり、当社は同社に対してベンチャー企業
調査に関する取引がありますが、当社から同社への支払は僅少（1百万円未満）であり、取引額が当
社売上高に占める割合が相対的に小さく、取引条件も他社との取引条件と同等であり、独立性に影
響を及ぼすような重要性はありません。

４．その他の各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。
５．安武 弘晃氏、海部 美知氏、堀江 愛利氏及び久保 征人氏は社外取締役候補者であります。なお、

安武 弘晃氏、海部 美知氏及び堀江 愛利氏及び久保 征人氏の選任をご承認いただいた場合、当社
は、４氏を東京証券取引所の定める独立役員とする予定です。

６．安武 弘晃氏、海部 美知氏、堀江 愛利氏及び久保 征人氏の選任をご承認いただいた場合、当社は、
各氏と会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失が
なかったときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担
するものとする旨の責任限定契約の締結を予定しております。

７．各候補者の選任をご承認いただいた場合、当社は、各氏との間で、会社法第430条の２第１項の規
定に基づき、同項第１号の費用および同項第２号の損失を当社が補償する補償契約の締結を予定し
ております。

８．当社は、保険会社との間で役員等賠償責任保険契約（Ｄ＆Ｏ保険）を締結しております。当該保険
契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に起因して損
害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が塡補されることとな
り、被保険者のすべての保険料を当社が全額負担しております。各候補者が取締役に選任され就任
した場合は、当該保険契約の被保険者となります。なお、当社は、当該保険契約を次回更新時にお
いても同内容で更新することを予定しております。

９．社外取締役候補者の当社社外取締役就任期間
安武 弘晃氏の当社社外取締役就任期間は、本定時株主総会終結の時をもって12年であります。
海部 美知氏の当社社外取締役就任期間は、本定時株主総会終結の時をもって５年であります。
堀江 愛利氏の当社社外取締役就任期間は、本定時株主総会終結の時をもって５年であります。
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第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役全員（４名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了とな
ります。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
なお、監査等委員である取締役３名につき男性２名、女性１名の構成となります。
当社は、事業の持続的な成長と安定性の向上による中長期的な企業価値向上が最重要課題

と認識しており、当社事業に精通し戦略的な思考能力、技術的先進性を洞察できる能力、コ
ンプライアンス及び内部統制に関する知識、当社対面市場に対する豊富な知識、企業財務及
び企業経営に関する経験と知識、企業法務に精通し高い専門性等を有する人材を候補とし
て、取締役を選定しております。
なお、当社は、代表取締役社長と３名の社外取締役（独立役員である監査等委員）で構成

される任意の委員会である「人事委員会」を設置し、取締役選任候補の協議・指名及び取締
役の報酬案並びに取締役の解任候補の協議・決定を行い、人事委員会で策定した指名案に基
づき、株主総会付議議案として取締役会で決定しております。
また、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位及び担当

１ 佐
さ さ き

々木 英 之
ひで ゆき 再 任

社 外
独 立

監査等委員である取締役

２ 江
え

幡
ばた

奈
な

歩
ほ 新 任

社 外
独 立

―

３ 平
たい

等
ら

弘
こう

二
じ 新 任

社 外
独 立

―
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取締役会への出席状況
100%（13回／13回）

監査等委員会への出席状況
100%（13回／13回）

所有する当社株式の数
6,400株

１
さ さ き ひで ゆき

佐々木 英之 （1954年９月13日生）
男性 再 任 社 外 独 立

■ 略歴、地位、担当または重要な兼職の状況
1978年４月 株式会社日本興業銀行（現 株

式会社みずほ銀行）入行
2001年４月 ルクセンブルグみずほ信託銀行

社長＆CEO
2005年１月 みずほコーポレート銀行（現

株式会社みずほ銀行）業務監査
部参事役

2007年６月 山陽特殊製鋼株式会社常勤監査
役

2015年６月 第一リース株式会社常勤監査役
2017年４月 当社顧問
2017年６月 当社監査等委員である取締役

（現任）

■ 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
企業経営並びに内部統制に関する知識・経験、国際業務に関する知識・経験、また財務及び会計に関
する相当程度の知見を有しており、経営全般の監視と有効な助言が期待できることから、引き続き社
外取締役候補者としております。現に当社独立役員であります。

取締役会への出席状況
−%（−回／−回）

監査等委員会への出席状況
−%（−回／−回）

所有する当社株式の数
0株

２
え ばた な ほ

江幡 奈歩 （1975年11月２日生）
女性 新 任 社 外 独 立

■ 略歴、地位、担当または重要な兼職の状況
2000年10月 弁護士登録

阿部・井窪・片山法律事務所入
所

2004年７月 特許庁総務部総務課制度改正審
議室法制専門官

2008年１月 阿部・井窪・片山法律事務所パ
ートナー（現任）

2020年12月 株式会社アビスト社外取締役
（監査等委員）（現任）

2022 年12月 株式会社Brave group社外監
査役（現任）

2023 年６月 ヤマハ株式会社社外取締役
（現任）

■ 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
弁護士として国内外の企業法務や企業統治、知的財産に関する高度な知識・経験を有しており、専門
的な見地からの有効な助言ととともに、コーポレート・ガバナンスの強化に資することが期待される
ことから、社外取締役候補者としております。
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取締役会への出席状況
−%（−回／−回）

監査等委員会への出席状況
−%（−回／−回）

所有する当社株式の数
0株

３
たい ら こう じ

平等 弘二 （1964年２月20日生）
男性 新 任 社 外 独 立

■ 略歴、地位、担当または重要な兼職の状況
1987年４月 東京電気株式会社（現 東芝テ

ック株式会社）入社
1988年４月 株式会社東芝へ出向
1995年４月 テック電子株式会社へ出向
2016年４月 東芝テック株式会社リテール・

ソリューション事業本部 商
品・マーケティング統括部長

2016年 5 月 テックインフォメーションシス
テムズ株式会社取締役

2018年 6 月 東芝テック株式会社執行役員
リテール・ソリューション事業
本部 商品・マーケティング統
括部長

2018年12月 TDペイメント株式会社取締役
2020年４月 東芝テック株式会社執行役員リ

テール・ソリューション事業本
部 副事業本部長

2021年 6 月 同社執行役員 新規事業戦略推
進部長

2024年４月 同社リテール・ソリューション
事業本部 兼 経営企画部 CVC
室 エグゼクティブアドバイザ
ー（現任）

2024年４月 TDペイメント株式会社取締役
会長（現任）

■ 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
サービスの企画やマーケティング、営業に関する高度な知識・経験を有しているだけでなく、経営戦
略の立案や成長戦略の策定の経験を有しており、当社の経営に有効な意見が期待できることから、社
外取締役候補者としております。

（注）１．各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。
２．佐々木 英之氏、江幡 奈歩氏、及び平等 弘二氏は、社外取締役候補者であります。なお、各氏の選

任をご承認いただいた場合、当社は、３氏を東京証券取引所の定める独立役員とする予定です。
３．各候補者の選任をご承認いただいた場合、当社は、各氏と会社法第423条第１項の責任について、

その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定め
る最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担するものとする旨の責任限定契約の締結を予定
しております。

４．各候補者の選任をご承認いただいた場合、当社は、各氏との間で、会社法第430条の２第１項の規
定に 基づき、同項第１号の費用および同項第２号の損失を当社が補償する補償契約の締結を予定し
ております。

５．当社は、保険会社との間で役員等賠償責任保険契約（Ｄ＆Ｏ保険）を締結しております。当該保険
契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に起因して損
害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が塡補されることとな
り、被保険者のすべての保険料を当社が全額負担しております。各候補者が取締役に選任され就任
した場合は、当該保険契約の被保険者となります。なお、当社は、当該保険契約を次回更新時にお
いても同内容で更新することを予定しております。

６．社外取締役候補者の当社社外取締役就任期間
佐々木 英之氏の当社社外取締役（監査等委員）就任期間は、本定時株主総会終結の時をもって８年
であります。

７．江幡 奈歩氏の戸籍上の氏名は、貴田 奈歩であります。
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（ご参考）
当社役員のスキルマトリックス表

企業経営 財務会計 法務・リスク
マネジメント

営業・マー
ケティング

業界知見・
テクノロジー 国際性 人材開発・ダ

イバーシティ

判断基準
（３年以上）

経営者の経験
または常勤取
締役の経験

財務会計の知
見・経験

法務・リスクマ
ネジメント・
内部統制・監
査の経験

営業またはマ
ーケティング
の経験

当社の事業市
場またはその
関連市場の業
務経験

海外との取引
経験または海
外企業での役
員経験

人材開発・育
成またはダイ
バーシティ推
進の経験

矢井 隆晴 〇 〇 〇 〇

依田 佳久 〇 〇 〇 〇

鈴木 猛司 〇 〇 〇 〇

志賀 健也 〇 〇 〇

安武 弘晃 〇 〇 〇 〇 〇

海部 美知 〇 〇 〇 〇 〇

堀江 愛利 〇 〇 〇 〇 〇

久保 征人 〇 〇 〇

佐々木 英之 〇 〇 〇 〇 〇

江幡 奈歩 〇 〇

平等 弘二 〇 〇 〇

※本記載内容は各対象者に特に期待するスキル及び専門性であり、各対象者の有するすべてのスキル・専門的
知見を表すものではございません。

以 上
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事 業 報 告
第41期 （2024年４月１日から2025年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
（1）財産及び損益の状況の推移

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移
IFRS

区 分 第38期
2022年３月期

第39期
2023年３月期

第40期
2024年３月期

第41期（当期）
2025年３月期

売 上 収 益（千円） 36,513,619 45,950,613 53,303,317 64,882,255
親会社の所有者に
帰属する当期利益（千円） 2,371,920 2,950,390 3,540,323 4,060,857

基本的１株当たり
当 期 利 益 （円） 59.65 73.91 88.35 101.12

資 産 合 計（千円） 52,503,713 65,691,363 85,756,328 105,441,363
資 本 合 計（千円） 20,202,276 23,917,531 27,043,507 29,996,604

② 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分 第38期
2022年３月期

第39期
2023年３月期

第40期
2024年３月期

第41期（当期）
2025年３月期

売 上 高（千円） 26,482,775 30,916,181 36,996,498 46,321,664
経 常 利 益（千円） 2,822,884 2,651,672 3,786,450 4,954,797
当 期 純 利 益（千円） 1,739,935 2,403,056 2,731,168 3,023,613
１株当たり当期純利益 （円） 43.76 60.20 68.16 75.29
総 資 産（千円） 36,999,151 47,494,059 64,972,916 82,440,172
純 資 産（千円） 12,594,256 14,188,479 16,255,488 18,104,040
（注）１株当たり当期純利益は期中平均株式数により計算しております。
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（２）事業の経過及びその成果
日々進化を続けるAIなどの新たなテクノロジーの出現、少子高齢化に伴う国内労働人口

の減少、企業が担うべき社会的責任の変化といった新たな時代が到来する中でも、当社は
強みである「目利き力」と「業務ノウハウ」を詰め込んだソリューションで社会課題を解
決し、よりよい未来を創造する会社であり続け、より多くの顧客価値を提供することを目
指し、2024年５月９日に新中期経営計画「Creating Customer Value in the New
Era」を発表しました。
新中期経営計画「Creating Customer Value in the New Era」の１年目にあたる

当連結事業年度（2025年３月期）は、サイバーセキュリティ対策製品やサービスの需要
の拡大により、主力事業である情報基盤事業が牽引し、売上収益、営業利益ともに過去最
高を更新しました。本中期経営計画では、基本戦略として「事業領域の拡大」「海外市場
での事業の拡大」「データを活用したビジネスの創造」の３つを掲げています。
当連結事業年度における各基本戦略に対する結果は以下の通りです。
「事業領域の拡大」については、連結子会社であるPSP株式会社（以下、PSP）が、医

用画像（放射線、内視鏡、病理等）を用いた臨床研究、治験等の分野での事業拡大を目的
に、レギュラス株式会社の発行済み全株式を取得し完全子会社化しました。また新規事業
である教育分野において、私立先進校に合わせて公立校への導入が進みました。また、ベ
ネッセコーポレーションと業務提携により、同社と共同で高等学校向けにサービス展開を
進めていきます。
「海外市場での事業の拡大」については、情報基盤事業において、2024年11月にマレ

ーシアの大手サイバーセキュリティ事業者であるFirmus Sdn. Bhd.の全株式を取得し子
会社化しました。経済成長が著しいASEAN市場進出の足掛かりとし海外市場での事業拡
大を進めていきます。
「データを活用したビジネスの創造」については、CRM分野において、生成AIを用い

たコンタクトセンターの効率化を実現するため、当社のコンタクトセンターソリューショ
ンであるFastSeriesで利用可能な生成AI機能群「FastGenie」を2025年１月にリリース
しました。
以上により、当期の売上収益は648億82百万円（前年同期は533億３百万円）となり

ました。営業利益は66億68百万円（前年同期は58億50百万円）となりました。
親会社の所有者に帰属する当期利益は40億60百万円（前年同期は35億40百万円）と

なりました。売上収益、営業利益、親会社の所有者に帰属する当期利益、すべて過去最高
となりました。
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。



35,005 3,973
45,585 5,273

2024年3月期 2025年3月期 2024年3月期 2025年3月期

（単位：百万円） ■ 営業利益 （単位：百万円）売上収益■
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情報基盤事業
最先端のネットワークセキュリティやストレー
ジ製品を提供しております。また、ネットワー
クの設計・構築・保守に加え、24時間365日の
運用監視サービスを提供しております。

サブスクリプション型のクラウド型セキュリティ対策製品およびオンプレ型のセキュリテ
ィ製品の大型受注により、新規案件の受注が好調に推移したと共に、複数年契約を含む更新
受注も着実に積み上げることができました。売上収益は、前期までの受注残実績に加え、新
規案件の獲得により、順調に増加しました。営業利益については、円安の進行、ビジネスの
拡大に伴う増員数や販売管理費の増加などをビジネスの伸長で吸収し、前期実績を上回る水
準となりました。製品別では、クラウド型セキュリティ対策製品に加え、ランサムウェア攻
撃の入り口となるメールを使った攻撃に対応するメールセキュリティ対策製品や、セキュリ
ティ意識向上トレーニング、企業や組織に内在する脆弱性を可視化するソリューションなど
のセキュリティ対策製品への注目度が高まってきています。また、2024年11月に子会社化
しましたFirmus Sdn. Bhd.他子会社２社を第３四半期連結会計期間より新たに連結対象会
社としています。
クロス・ヘッド株式会社は、ストレージソリューション製品の大型案件を受注したことも

含め、受注高、売上収益、営業利益ともに前期実績を大きく上回りました。
OCH株式会社は、受注高は前期実績を大きく上回りましたが、売上収益、営業利益とも

に前期実績を下回る結果となりました。中小企業向けの新型UTM（Unified Threat
Management）製品（SG-ONE）の主要取引代理店の販売実績の減少が主な要因です。現
在、新規代理店への販売強化に取り組んでいます。

以上により、売上収益は455億85百万円（前年同期は350億５百万円）、営業利益は52億
73百万円（前年同期は39億73百万円）となり、売上収益、営業利益ともに過去最高となり
ました。



8,205 3179,177

141

2024年3月期 2025年3月期 2024年3月期 2025年3月期

（単位：百万円） ■ 営業利益 （単位：百万円）売上収益■

― 20 ―

アプリケーション
・ サ ー ビ ス 事 業
CRM・ビジネスソリューション・教育の分野で
クラウド事業を展開しているほか、IoT時代の組
込みソフトウェアの品質保証を支援するテスト
ツールの販売等を行っております。

CRM分野では、受注高、売上収益、営業利益のいずれも前期実績を大きく上回りました。
売上収益は、サブスクリプションの積み上がりにより増加しております。
ソフトウェア品質保証分野では、引き続き車載分野でのテストツールの需要が旺盛です。ま
た、サブスクリプションの積み上がりにより、受注高、売上収益、営業利益いずれも前期実
績を大きく上回りました。
ビジネスソリューション分野では、入札案件などの受注の積上りが伸長しなかったことに

より、受注高、売上収益、営業利益ともに前期実績を下回る結果となりました。アレクシア
フィンテック株式会社は、受注高、売上収益、営業利益ともに前期実績を上回りました。今
後は、2023年７月に実施した事業再編による金融システム関連事業を拡大していきます。
株式会社カサレアルでは、受注高は前期実績を上回りましたが、売上収益、営業利益につい
ては、IT研修などの教育事業の業績の伸び悩みや採算性の悪化により前期実績を下回る結果
となりました。
新規事業である教育分野では、私立先進校に加えて、公立校への採用が進みました。ま

た、本サービスの提供に付随して、導入校に対するクラウド型校務支援の基盤の提供案件も
あり、受注高、売上収益共に前期実績を上回っています。営業利益については、製品開発、
マーケティング、エンジニア・営業人員の増員等の投資を継続していることにより、期初予
算よりも赤字幅は拡大しています。なお、当第４四半期連結会計期間において、製品開発等
の固定資産を対象に、およそ333百万円の減損処理を行いました。

以上により、同事業の売上収益は91億77百万円（前年同期は82億５百万円）となり、過
去最高となりました。営業利益は１億41百万円（前年同期は３億17百万円）となり、前期
実績を下回りました。



10,092 1,55910,119
1,253

2024年3月期 2025年3月期 2024年3月期 2025年3月期

（単位：百万円） ■ 営業利益 （単位：百万円）売上収益■
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医療システム事業
医用画像データの管理・運用のノウハウをもと
に、良質で利便性の高い医療情報サービスの実
現に向けて、医療情報プラットフォームやアプ
リケーションの開発を行っております。

医療情報クラウドサービス「NOBORI」の受注が堅調に推移し、累積の契約施設数は増加
しています。加えて、既存ユーザのサービス契約更新も取りこぼすことなく受注できてお
り、受注高は前期実績を上回りました。売上収益は医用画像管理システム（PACS）のクラ
ウドシフトの影響等により、前期実績と同水準の結果となりました。営業利益は、期初計画
に織り込んでいた医用画像管理システム（PACS）のクラウドシフト、事業拡大に向けた人
員の増員、積極的な開発投資により前期比で減少しました。また、医用データの保管のため
のパブリッククラウドの費用の増大も大きく影響しました。一般の患者をターゲットとした
PHR（Personal Health Record）サービスの開発や、医療機関、AIベンチャー・外部企業
との連携による共同開発等の新規事業への先行投資を継続し、順調に成果を上げています。
医療関連の連結対象子会社である合同会社医知悟の業績は、大型案件の獲得により、受注

高、売上収益、営業利益いずれも前期実績を大きく上回りました。
同じく医療関連の連結対象子会社である株式会社A-Lineについては、医療機関の診療用放

射線の安全管理体制に対する投資意欲の向上により、線量管理システム「MINCADI」の受
注は増加しています。その結果、売上収益は順調に増加し、営業損失は大幅に縮小しまし
た。

以上により、同事業の売上収益は101億19百万円（前年同期は100億92百万円）、営業利
益は12億53百万円（前年同期は15億59百万円）となりました。
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（３）資金調達の状況
当社グループは、資金の機動的かつ安定的な調達枠を確保するとともに、より一層の財務

基盤の強化を図ることを目的として取引銀行5行との間に総額57億40百万円の当座貸越契
約及びコミットメントライン契約を締結しております。

（４）設備投資等の状況
当期の設備投資の総額は27億78百万円であり、セグメントごとの設備投資について示す

と、次のとおりであります。
① 情報基盤事業

当期の主な設備投資は、保守用機材等のネットワーク関連機器を中心とする総額2億60百
万円の投資を実施いたしました。なお、重要な設備の除却又は売却はありません。
② アプリケーション・サービス事業

当期の主な設備投資は、販売目的ソフトウェアの開発やクラウド関連設備を中心とする総
額5億7百万円の投資を実施いたしました。なお、重要な設備の除却又は売却はありません。
③ 医療システム事業

当期の主な設備投資は、販売目的ソフトウェアの開発やクラウド関連設備を中心とする総
額15億44百万円の投資を実施いたしました。なお、重要な設備の除却又は売却はありませ
ん。
④ その他又は全社共通

当期の主な設備投資は、社内システムの開発や地方拠点の再編による賃借料の使用権資産
を中心とする総額4億2百万円の投資を実施いたしました。なお、重要な設備の除却又は売
却はありません。

（５）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当する事項はありません。

（６）他の会社の事業の譲受けの状況
該当する事項はありません。

（７）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当する事項はありません。
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（８）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
① 他の会社の株式の取得又は処分の状況

当社は、2024年11月11日にFirmus Sdn. Bhd.の発行済み全株式である529,370株を
1.45百万マレーシア・リンギットで取得しております。
② 新株予約権の取得又は処分の状況

該当する事項はありません。

（９）対処すべき課題
① 人材の確保

当社グループでは、ITサービス産業において一般的な労働集約型ビジネスではない、より
高付加価値なストック型ビジネスの拡大を目指しておりますが、さらなる成長に向けては、
優秀な人材の確保・育成は不可欠であります。ITが全産業分野に浸透して行く中、IT人材の
獲得競争は、同業者間のみならず、異業種やベンチャー企業の間でも熾烈さを増していま
す。今後、事業を拡大していくためには、人材の確保が生命線となり、優秀な従業員を継続
的に採用していく必要があります。新卒の定期採用においては、潜在能力の高い人材を、ま
た中途採用においては、即戦力として活用できる経験者を幅広く採用します。また、海外か
らの人材の採用も検討を進めます。

② 為替変動による影響について
当社グループの取扱い製品のうち、海外から仕入れた製品の大部分は米ドル建で契約して

おります。為替相場の急激な変動があった場合等には、当社グループの事業、業績及び財政
状態に影響が及ぶ可能性があります。そのため為替変動によるリスクをヘッジする目的で先
物為替予約を行っております。また販売先に対して為替相場の状況に応じた価格交渉を行っ
ております。

③ 市場環境（ニーズ）の変化への迅速な対応
世の中が不可逆的に変化していくことを認識し、絶えず変化する市場環境（ニーズ）に対

し、当社のビジネスも迅速に対応する必要があります。当社の事業領域においては、オープ
ンソースの普及、クラウド化の流れとともに、ソフトウェア開発の内製化が加速しており、
ITは技術的専門性の高い企業だけが扱えるという時代は終焉を迎えようとしています。当社
グループの対応としては以下の６点が挙げられます。

ａ．これまで展開してきた特定顧客向け受託開発のための技術リソースを「自社独自サービ



― 24 ―

スの開発」、「自社付加価値を高める」方向へと戦略的にシフトします。
ｂ．特定市場、特定業務をターゲットにしたベストプラクティスである自社独自クラウドサ
ービスのビジネス展開を加速します。

ｃ．ビッグデータ解析、BI（Business Intelligence）、AI(人工知能)等を利用し、クラウド
サービスを通じて得られたデータの利活用を検討します。

ｄ．製品販売とサービス展開における即効性のあるシェア拡大策、事業拡大策として、オー
プンイノベーションを意識し、ベンチャー企業を含む外部企業や大学、異業種、同業他社
や当社グループの事業を補完しうる事業者に対する事業提携やM＆Aについて積極的に検
討を進めて行きます。

ｅ．サイバーセキュリティ対策技術の提供形態がクラウドサービス化されていく流れの中
で、当社独自の付加価値を増大させるため、統合セキュリティ運用・監視サービスなどの
サービス化を加速度的かつ高度に進めてまいります。

ｆ．データが価値を生み、ビジネスがB2CとC2Cに収斂されていく世の中との認識のもと
に、当社の専門領域において消費者向けビジネスの展開を検討します。

④ 大型の継続取引における資金繰りについて
昨今、サイバーセキュリティ分野においてもクラウドサービス化が進み、複数年にわたる

サブスクリプション契約など顧客との継続取引契約が大型化する傾向にあります。その際
は、顧客よりの資金回収が単年度毎となり、一方で、海外ベンダーへの支払いが一括前払い
となるケースがあり資金繰り負担が発生する可能性があります。そのため、回収サイクルと
前渡金負担のギャップを注視し、計画的な資金繰りを行って行きます。
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（10）重要な親会社及び子会社の状況（2025年３月31日現在）
① 親会社との関係

該当する事項はありません。
② 重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の
議決権比率 主要な事業内容

PSP株式会社 1,100
百万円 50.02％ 医療用システムの開発・販売及び医療関連のネットワークシステムサ

ービスを提供

合同会社医知悟 150
百万円

95.0％
(95.0％) 医療分野における遠隔診断を支援するIT情報インフラの提供等

株式会社A-Line 40
百万円

84.1％
(84.1％) 医療機関において利用されるクラウド型線量管理システムの提供

クロス・ヘッド
株式会社

395
百万円 100.0％ ITシステム基盤のコンサルティング・設計・構築、海外IT製品の輸

入・販売・サポート、ネットワークエンジニア派遣等

OCH株式会社 51
百万円

100.0％
（100.0％） 沖縄県内IT人材教育・育成、ネットワーク・サーバーの構築等

株式会社カサレアル 50
百万円 100.0％ オープンソースソフトウェアによるシステム開発、IT技術者の

教育等
アレクシアフィンテ
ック株式会社

110
百万円 100.0％ 金融取引統合管理システムの提供、システムエンジニアの派遣

等
TechMatrix Asia
Co.,Ltd.

20百万
タイ

バーツ
74.45％

（24.55％）
タイ王国を中心としたASEAN地域における、コンタクトセン
ターCRMシステム／FAQナレッジシステムの販売

Firmus Sdn.Bhd.
１百万

マレーシ
ア・リン
ギット

100.0％ ASEAN地域へのセキュリティサービス、セキュリティコンサ
ルティング、セキュリティ製品を提供

（注）１．「当社の議決権比率」欄の（ ）内は、間接所有する議決権の比率を内数で記載しております。
２．当社の連結子会社は上記を含め12社となり、持分法適用会社は2社となります。
３．2025年４月１日に株式会社A-Lineの当社議決権比率は、100.0％に変更となっております。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当する事項はありません。
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（11）主要な事業の内容（2025年３月31日現在）
当社及び連結子会社12社は、情報基盤事業、アプリケーション・サービス事業及び医療

システム事業の３つのセグメントにて事業展開を行っております。当区分はセグメント情報
と一致しております。
情報基盤事業では、最先端のネットワークセキュリティやストレージ製品を提供しており

ます。また、ネットワークの設計・構築・保守に加え、24時間365日の運用監視サービス
を提供しております。アプリケーション・サービス事業では、CRM・ビジネスソリューシ
ョン・教育の分野でクラウド事業を展開しているほか、IoT時代の組込みソフトウェアの品
質保証を支援するテストツールの販売等を行っております。医療システム事業では、生活者
一人ひとりの一生を支える医療情報インフラの構築を目指しアプリケーションやサービスを
提供しております。

（12）主要な営業所等（2025年３月31日現在）
① 当社

名称 所在地 名称 所在地
本社 東京都港区 名古屋営業所 愛知県名古屋市中村区
西日本支店 大阪府大阪市北区 九州営業所 福岡県福岡市博多区

② 子会社
名称 所在地 名称 所在地

PSP株式会社 本社：東京都港区 株式会社カサレアル 本社：東京都港区

合同会社医知悟 本社：東京都港区 アレクシアフィンテック
株式会社 本社：東京都港区

株式会社A-Line 本社：大阪府大阪市 TechMatrix Asia Co.,
Ltd. 本社：タイ バンコク

クロス・ヘッド株式会社 本社：東京都港区 Firmus Sdn.Bhd. 本社：マレーシア
クアラルンプール

OCH株式会社 本社：沖縄県那覇市
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（13）従業員の状況（2025年３月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

従業員数 対前期末増減
1,738名（120名） 236名増（７名増）

（注）１．臨時従業員数は（ ）内に外数で表示しております。
２．従業員数には、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グル

ープへの出向者を含む人数を表示しております。
② 当社の従業員の状況

従業員数 対前期末増減 平均年齢 平均勤続年数
643名（77名） 68名増（８名減） 37.9歳 8.5年

（注）１．臨時従業員数は（ ）内に外数で表示しております。
２．子会社への出向者24名を含んでおります。

（14）主要な借入先（2025年３月31日現在）
借 入 先 借 入 残 高
株式会社三菱UFJ銀行 2,050百万円
株式会社三井住友銀行 200百万円
株式会社東日本銀行 10百万円
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２．会社の株式に関する事項（2025年３月31日現在）
① 発行可能株式総数 165,888,000株
② 発行済株式の総数 40,168,675株 （自己株式4,349,725株を除く）
③ 株主数 4,895名
④ 大株主

株 主 名 持株数 持株比率
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 7,097,700株 17.67％
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 4,723,100株 11.76％
ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ
５０５０２５ 3,036,600株 7.56％

徳山 教助 1,325,000株 3.30％
ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ
５０５００１ 717,858株 1.79％
ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ．（ＡＶＦＣ） ＲＥ ００９−０１６
０６４−３２６ ＣＬＴ 701,800株 1.75％

テクマトリックス従業員持株会 696,400株 1.73％
ＣＡＣＥＩＳ ＢＡＮＫ／ＱＵＩＮＴＥＴ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ ＳＵＢ
ＡＣ ／ ＵＣＩＴＳ ＣＵＳＴＯＭＥＲＳ ＡＣＣＯＵＮＴ 657,500株 1.64％

ＫＩＡ ＦＵＮＤ １３６ 618,700株 1.54％

リスクモンスター株式会社 560,000株 1.39％

（注）１．当社は、自己株式4,349,725株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持
株比率は自己株式を控除して計算しております。

２．以下のとおり、当社の株式に係る大量保有報告書（変更報告書）が提出されておりますが、2025年
３月31日現在での株主名簿にしたがって記載しております。

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ（共同保有者計４名） 2,232,700株 （2021年 6月21日）
アーチザン・インベストメンツ・ジーピー・エルエルシー 1,922,600株 （2021年 8月18日）
三井住友DSアセットメントマネジメント株式会社 1,757,800株 （2022年 2月22日）
アセットマネジメントOne株式会社及びその共同保有者の計２名 1,683,100株 （2023年 3月 7日）
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社及びその共同保
有者の計２名 3,436,700株 （2024年 3月 6日）

ニュートン・インベストメント・マネジメント・ジャパン株式会社 1,884,800株 （2025年 3月13日）
グッドハート パートナーズ エルエルピー 4,167,500株 （2025年 3月19日）
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⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当社は、業務執行取締役に対して、企業価値の向上を図るインセンティブを株式報酬にて

付与することにより、株価変動のメリットとリスクを株主と共有することを目的に、事後交
付型業績連動型株式報酬制度を導入しております。当事業年度においては、2024年６月28
日開催の第40期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名（社外取締役を除く。）
を含む、当社の取締役（社外取締役を除く。）４名に対し職務執行の対価として、6,510株を
交付しております。

⑥ その他株式に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（１）当事業年度末日における当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権の

内容の概要（2025年３月31日現在）

区分 項目
（発行日）

新株予約
権の個数

目的となる
株式の種類
及び数

行使価額
(１株当
たり)

払込金額
(１株当
たり)

行使期間 保有者
数

常勤取締役
(監査等委員
である取締役

を除く)

2016年６月24日開催
の取締役会決議
第１回新株予約権
(2016年８月１日)

53個 普通株式
21,200株 １円 459.75円

2016年８月２日
〜

2046年８月１日
４名

常勤取締役
(監査等委員
である取締役

を除く)

2017年６月23日開催
の取締役会決議
第１回新株予約権
(2017年８月１日)

32個 普通株式
12,800株 １円 715.5円

2017年８月２日
〜

2047年８月１日
４名

常勤取締役
(監査等委員
である取締役

を除く)

2018年６月22日開催
の取締役会決議
第１回新株予約権

（2018年８月１日）
23個 普通株式

9,200株 １円 1,084.5円
2018年８月２日

〜
2048年８月１日

４名

常勤取締役
(監査等委員
である取締役

を除く)

2019年６月21日開催
の取締役会決議
第１回新株予約権

（2019年８月１日）
28個 普通株式

11,200株 １円 953.5円
2019年８月２日

〜
2049年８月１日

４名

常勤取締役
(監査等委員
である取締役

を除く)

2020年７月13日開催
の取締役会決議
第１回新株予約権

（2020年８月３日）
54個 普通株式

5,400株 １円 1,770円
2020年８月４日

〜
2050年８月３日

４名

常勤取締役
(監査等委員
である取締役

を除く)

2021年６月25日開催
の取締役会決議
第１回新株予約権

（2021年８月２日）
63個 普通株式

6,300株 １円 1,296円
2021年８月３日

〜
2051年８月２日

４名

常勤取締役
(監査等委員
である取締役

を除く)

2022年６月24日開催
の取締役会決議
第１回新株予約権

（2022年８月１日）
76個 普通株式

7,600株 １円 1,649円
2022年８月２日

〜
2052年８月１日

４名

常勤取締役
(監査等委員
である取締役

を除く)

2023年６月23日開催
の取締役会決議
第１回新株予約権

（2023年８月１日）
61個 普通株式

6,100株 １円 1,241円
2023年８月２日

〜
2053年８月１日

４名

常勤取締役
(監査等委員

である取締役
を除く)

2024年６月28日開催
の取締役会決議 56個 普通株式 １円 1,789円

2024年８月２日
〜

2054年８月１日
４名

（注）１．新株予約権者は当社の常勤取締役（監査等委員である取締役を除く）の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までの間に限り新株予約権を一括してのみ行使することができるものとする。

２．権利行使期間の最終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。
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（２）当事業年度中に当社使用人等に対し職務執行の対価として交付された新株予約権の内容の
概要

区分 項目
（発行日）

新株予約
権の個数

目的となる
株式の種類
及び数

行使価額
(１株当た
り)

払込金額
(１株当た
り)

行使期間 交付
者数

執行役員
(取締役兼任
を除く)

2024年６月28日開
催の取締役会決議 123個 普通株式 １円 1,908円

2024年８月２日
〜

2054年８月１日
20名

（注）１．新株予約権者は当社の常勤取締役（監査等委員である取締役を除く）の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までの間に限り新株予約権を一括してのみ行使することができるものとする。

２．権利行使期間の最終日が当社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。

(３) その他新株予約権等に関する重要な事項
該当する事項はありません。

４．会社役員に関する事項
（１）取締役の氏名等（2025年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長
最 高 執 行 役 員 矢井 隆晴 クロス・ヘッド株式会社取締役、OCH 株式会社取締役、

Firmus Sdn.Bhd., Director

取 締 役
専 務 執 行 役 員 依田 佳久 医療システム事業部門長、PSP株式会社代表取締役社長、合同

会社医知悟CEO 兼 業務執行社員

取 締 役
常 務 執 行 役 員 鈴木 猛司

アプリケーション・サービス事業部門長 兼 CRMソリューショ
ン 事 業 部 長、 株 式 会 社 カ サ レ ア ル 取 締 役、
WISESIGHT(THAILAND)Co.,Ltd., Director、Choco Card
Enterprise Co., Ltd., Director、TechMatrix Asia Co., Ltd.,
Director、モビルス株式会社取締役

取 締 役
常 務 執 行 役 員 志賀 健也

情報基盤事業部門長 兼 ネットワークセキュリティ事業部 事業
部長 兼 ネットワークセキュリティ事業部 営業本部 本部長、
Firmus Sdn.Bhd., Director

取 締 役 安武 弘晃
カーディナル合同会社代表社員、Junify Corporation, CEO、
株式会社マネーフォワード社外取締役、株式会社NOVARCA社
外取締役

取 締 役 海部 美知 ENOTECH Consulting, LLC, CEO、成蹊大学客員教授
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地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 堀江 愛利
Women's Startup Lab, Inc., Founder & CEO、一般社団法
人Womenʼs Startup Lab Impact Foundation Japan 代表
理事

取締役(常勤監査等委員) 佐々木 英之

取締役 ( 監査等委員 ) 高山 健 公益財団法人全日本柔道連盟常務理事事務局長、株式会社レノ
バ社外取締役

取締役 ( 監査等委員 ) 三浦 亮太
三浦法律事務所パートナー、東京エレクトロン株式会社社外監
査役、エーザイ株式会社社外取締役、M&Pアジア株式会社代表
取締役

取締役 ( 監査等委員 ) 杉原 章郎 株式会社ぐるなび代表取締役社長

（注）１．取締役 安武 弘晃、海部 美知、堀江 愛利、常勤監査等委員 佐々木 英之、監査等委員 高山 健、
三浦 亮太及び杉原 章郎の７氏は社外取締役であり、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２．監査機能の一層の強化をするため、取締役（監査等委員を除く）からの情報収集及び重要な社内会
議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能とすべく、佐々木 英
之氏を常勤の監査等委員に選定しております。

３．取締役 安武 弘晃氏は、インターネット事業並びにシステム開発分野に関する知識・経験を有して
おります。

４．取締役 海部 美知氏は、インターネット事業及び新興技術分野に関する知識・経験を有しておりま
す。

５．取締役 堀江 愛利氏は、アントレプレナーシップをベースとした次世代のリーダー育成に関する知
識・経験を有しております。

６．常勤監査等委員 佐々木 英之氏は、企業経営並びに内部統制に関する知識・経験、国際業務に関す
る知識・経験、また財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

７．監査等委員 高山 健氏は、企業経営に関する知識・経験、また財務及び会計に関する相当程度の知
見を有しております。

８．監査等委員 三浦 亮太氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に精通しております。同氏は、
2018年10月31日まで森・濱田松本法律事務所のパートナーでありました。

９．監査等委員 杉原 章郎氏は、インターネット事業、システム開発分野並びに人材採用及び育成の人
事分野に関する知識・経験を有しております。

10．取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と業務執行機能を明確
に区分し、経営効率の向上を図るために2004年６月25日付で、執行役員制度を導入しております。
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11．取締役を兼務しない執行役員は次のとおりであります。
地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

常務執行役員 徳升 哲也 クロス・ヘッド株式会社代表取締役社長

執行役員 岩元 利純 EdTech事業部長 兼 新規事業開発室長

執行役員 深山 隆行 ソフトウェアエンジニアリング事業部長、株式会社カサレアル取
締役

執行役員 木原 満博 ビジネスソリューション事業部長、アレクシアフィンテック株式
会社取締役

執行役員 上田 大輔
ネットワークセキュリティ事業部 副事業部長 兼 技術本部 本部
長、クロス・ヘッド株式会社取締役、Firmus Sdn.Bhd.,
Director

執行役員 谷口 勝美 ビジネスソリューション事業部 副事業部長、アレクシアフィン
テック株式会社代表取締役副社長

執行役員 今井 敦 ソフトウェアエンジニアリング事業部 副事業部長

執行役員 北 真幸 CRMソリューション事業部 CRMソリューション営業本部 本部
長

執行役員 町田 崇 CRMソリューション事業部 CRMソリューション技術本部 本部
長

執行役員 中村 陽子 コーポレート本部 本部長 兼 財務経理部 部長 兼 D&I推進室
室長

執行役員 渡嘉敷 唯昭 OCH株式会社代表取締役

執行役員 窪 伸一郎 株式会社カサレアル代表取締役社長

執行役員 山崎 裕 アレクシアフィンテック株式会社代表取締役

執行役員 高橋 正行 PSP株式会社取締役 管理本部 本部長

執行役員 田中 悟 PSP株式会社取締役 技術本部 本部長

執行役員 伊藤 和人 PSP株式会社取締役 営業本部 本部長

執行役員 嶋田 知美 PSP株式会社取締役 新規事業開発本部 本部長

執行役員 千代 毅 クロス・ヘッド株式会社取締役 コーポレート本部 本部長

執行役員 貫 幾太郎 クロス・ヘッド株式会社取締役 情報基盤事業本部管掌

執行役員 吉岡 大器 クロス・ヘッド株式会社取締役 ビジネス基盤アプリ事業部長 兼
ビジネス基盤技術統括部長 兼 プロモーション推進室長
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（２）責任限定契約の内容の概要
該当する事項はありません。

（３）補償契約の内容の概要
該当する事項はありません。

（４）役員等賠償責任保険契約（Ｄ＆Ｏ保険）の内容の概要
当社は、取締役（監査等委員である取締役であるものを含む）、執行役員及び子会社役

員（取締役及び監査役）を対象として、役員等賠償責任保険契約（Ｄ＆Ｏ保険）を保険会
社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し、責任を負うことまたは当該
責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が填補されます。ま
た、当該保険の一部（雇用慣行に関するもの）は、従業員も対象となっております。保険
料は全額当社が負担しておりますが、故意または重過失に起因する損害賠償請求等は、上
記保険契約により填補されません。

（５）取締役の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針
① 当該方針の決定の方法

当社は、取締役会において、当該方針を決議しております。当該取締役会の決議に際し
ては、代表取締役社長と３名の社外取締役（独立役員である監査等委員）で構成される任
意の委員会である「人事委員会」からの答申に基づき行われております。

② 役員報酬制度の概要
当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機

能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職
責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。具体的には、業務執行取
締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬として業績連動型金銭報酬及び
事後交付型業績連動型株式報酬、並びに株式報酬型ストック・オプションとしておりま
す。監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこと
としております。
・基本報酬
基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業

績、従業員給与の水準、重要な役職を兼務する子会社等からの報酬を考慮しながら、総合
的に勘案して決定するものとしております。
・業績連動報酬
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当社の業務執行取締役の業績連動報酬の内容及び額または数の算定方法の決定となる方
針について、以下のとおりとなります。
＜業績連動型金銭報酬＞
業績連動型金銭報酬は、対象取締役における業績に対する責任を明確にし、その達成率

に応じて金銭報酬を支給することで株主と一層の価値共有を進めることを目的としており
ます。具体的には、当社取締役会が定める期間中の数値目標を当社取締役会にてあらかじ
め設定し、当該数値目標の達成割合等に応じて変動する報酬制度となります。その金銭報
酬額は、①業務執行取締役の役位毎に取締役会で決定した基準報酬額に、②取締役会で決
定した業績の数値目標の達成度、及び③役務提供期間比率を乗じて定めるものとし、詳細
及び報酬を与える時期等の具体的な内容は取締役会において決定するとしております。
＜事後交付型業績連動型株式報酬＞
事後交付型業績連動型株式報酬は、対象取締役における業績に対する責任を明確にし、

その達成率に応じて金銭報酬を支給することで当社の企業価値の向上を図るインセンティ
ブを株式報酬にて付与することにより、株価変動のメリットとリスクを株主様と共有する
ことを目的としております。具体的には、当社取締役会が定める期間中の数値目標を当社
取締役会にてあらかじめ設定し、当該数値目標の達成割合等に応じて変動する報酬制度と
なります。その交付株式数は、①業務執行取締役の役位毎に取締役会で決定した基準交付
株式数に、②取締役会で決定した業績の数値目標の達成度、及び③役務提供期間比率を乗
じて定めるものとし、詳細及び報酬を与える時期等の具体的な内容は取締役会において決
定するとしております。
・ストック・オプション
企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連

動し、株価変動のメリットとリスクを共有した報酬体系とすべく、株式報酬型ストック・
オプションを導入しております。算定方法については、ブラック・ショールズ・モデルに
より算定される公正価値を用いて、各取締役の非金銭報酬の基準額に対して割当てる株式
数を算定することとしております。詳細及び報酬を与える時期等の具体的な内容は取締役
会において決定するとしております。ただし、これらの決定については人事委員会からの
答申に基づき行われるものとしております。

③ 役員報酬等の種類別割合・決定方法について
業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業

種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえて決定しますが、各取締役
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の報酬額に占める業績連動型の報酬及びストック・オプション（享受する報酬価値が、業
績・株価等に連動する報酬）の額は、概ね基本報酬の額の３〜４割程度を目安として決定
することとしております。ただし、子会社等において重要な役職を兼務し報酬を得るなど
により、当社の基本報酬の支払いがなされない場合等においては、この限りではありませ
ん。なお、報酬総額の決定は、各取締役の責任に応じた内容をもって任意の指名・報酬員
会である人事委員会（過半数が、独立役員である社外取締役によって構成）からの答申に
基づき決定されるものとしております。
また、取締役の個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長がそ

の具体的内容について委任をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の
額及びストック・オプションにかかる取締役個人別の割当個数とし、取締役個人別の業績
連動報酬については、あらかじめ取締役会にて定められた基準額及び目標達成率に応じて
支給されることとしております。取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に
行使されるよう、人事委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任をうけた代
表取締役社長は、当該答申の内容に従って決定をしなければならないこととしておりま
す。
当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等は以上の決定方針に沿って決定しています。
なお、委任された者の地位並びに氏名は代表取締役矢井隆晴であり、上記決定方針に基

づき代表取締役に委任した理由は、当社グループを取り巻く環境、当社グループの経営状
況等を最も熟知し、総合的に役員報酬を決定できると判断したためであり、人事委員会に
諮問し答申を得た原案に基づき決定されることから、恣意的な決定はなされず適切な権限
行使が行われると判断したためです。

④ 役員の報酬等に関する株主総会の決議
当社の監査等委員である取締役を除く取締役の金銭報酬の額は、2022年６月24日開催

の定時株主総会において、取締役の報酬限度額を年額１億60百万円（うち社外取締役分
は年額35百万円）以内とご承認いただいております（以下「基本報酬枠」）。決議時にお
ける取締役の員数は７名（うち社外取締役３名）であります。
また、監査等委員である取締役及び社外取締役を除く取締役に対し、基本報酬枠及び下

記のストック・オプション報酬とは別に、業績連動型金銭報酬付与のための報酬枠を年額
60百万円以内とすること、及び事後交付型業績連動型株式報酬付与のための報酬枠を、
交付する株式数は年60,000株以内かつ支給する金銭報酬債権の額は年60百万円以内とす
ることをいずれも承認いただいております。各決議時における対象の取締役の員数は４名
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であります。
さらに、監査等委員である取締役及び社外取締役を除く取締役に対し、2016年６月24

日開催の定時株主総会において、基本報酬枠とは別枠で、ストック・オプション報酬とし
て割り当てることのできる新株予約権を年額20百万円以内（付与総数は年間200個以内
とし、その目的となる株式は当社普通株式を年間20,000株以内）とご承認いただいてお
ります。決議時における対象の取締役の員数は４名であります。
当社の監査等委員である取締役の報酬は、2022年６月24日開催の定時株主総会におい

て年額50百万円以内とご承認いただいております。決議時における監査等委員の員数は
４名であります。

（６）取締役の報酬等の額

区 分 支給人員
(名)

総支給額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円)

基本報酬
業績連動型
金銭報酬

非金銭報酬等

ストック・
オプション

業績連動型
株式報酬

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

８
（３）

119,197
（23,634）

83,134
（23,634）

15,050 9,350 11,661

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

４
（４）

42,855
（42,855)

42,855
（42,855） − − −

合 計 12 162,052 125,989 15,050 9,350 11,661
（注）１．取締役（監査等委員を除く）の支給人数及び支給額には、2024年６月28日開催の第40期定時株主

総会終結の時をもって退任した取締役１名分が含まれております。
２．上記報酬等の額には、ストック・オプションとして取締役（監査等委員を除く）に対して付与した

新株予約権に係る当事業年度中の費用計上額（9,350千円）を含んでおります。
３．取締役の業績連動型金銭報酬支給額には、支給見込額を、当事業年度中に役員賞与引当金として

15,050千円を計上しております。また、取締役の業績連動株式報酬には、当事業年度中に役員株式
給付引当金として10,844千円を計上しております。

４．業績連動型金銭報酬および業績連動型株式報酬は、「（５）取締役の報酬等の額またはその算定方法
の決定に関する方針」に基づき算定、決定しております。
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（７）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該法人等との関係（2025年３月31日現在）

区分 氏名 兼職先 兼職内容 当該他の法人等との関係

取 締 役
(監査等委員でない) 安武 弘晃

カーディナル合同会社 代表社員
当社とカーディナル合同会
社との間に重要な取引その
他の関係はありません。

Junify Corporation CEO
当社とJunify Corporation
との間に重要な取引その他
の関係はありません。

株式会社
マネーフォワード 社外取締役

当社は、株式会社マネーフ
ォワードにシステム利用料
等の提供により年間おおよ
そ457万円の売上実績があ
ります。

株式会社NOVARCA 社外取締役
当社と株式会社NOVARCA
との間に重要な取引その他
の関係はありません。

取 締 役
(監査等委員でない) 海部 美知

ENOTECH Consulting,
LLC CEO

当 社 は、ENOTECH
Consulting, LLCに企業調
査費用として年間おおよそ
68万円の支払い実績があり
ます。

成蹊大学 客員教授
当社と成蹊大学との間に重
要な取引その他の関係はあ
りません。

取 締 役
(監査等委員でない) 堀江 愛利

Women's Startup
Lab, Inc. Founder & CEO

当 社 と Women's Startup
Lab, Inc.との間に重要な取
引その他の関係はありませ
ん。

一般社団法人Womenʼs
Startup Lab Impact
Foundation Japan

代表理事

当 社 と 一 般 社 団 法 人
Womenʼs Startup Lab
Impact Foundation Japan
との間に重要な取引その他
の関係はありません。
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区分 氏名 兼職先 兼職内容 当該他の法人等との関係

取 締 役
(常勤監査等委員 ) 佐々木 英之 ― ― ―

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 高山 健

公益財団法人
全日本柔道連盟

常務理事
事務局長

当社と公益財団法人全日本
柔道連盟との間に重要な取
引その他の関係はありませ
ん。

株式会社レノバ 社外取締役
当社と株式会社レノバとの
間に重要な取引その他の関
係はありません。

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 三浦 亮太

三浦法律事務所 パートナー
当社は、三浦法律事務所に
法律相談などに関して年間
おおよそ977万円の支払実
績があります。

東京エレクトロン
株式会社 社外監査役

当社は、東京エレクトロン
株式会社に保守サービス等
の提供により年間おおよそ
1,727万円の売上実績があ
ります。

エーザイ株式会社 社外取締役
当社とエーザイ株式会社と
の間に重要な取引その他の
関係はありません。

M&Pアジア株式会社 代表取締役
当社は、M&Pアジア株式会
社に法律相談などに関して
年間おおよそ1,628万円の
支払実績があります。

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 杉原 章郎 株式会社ぐるなび 代表取締役社長

当社は、株式会社ぐるなび
に保守サービス等の提供に
より年間おおよそ258万円
の売上実績があります。
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② 主要取引先等特定関係事業者との関係
特に重要なものはありません。

③ 主な活動状況

区 分 氏 名 取締役会
への出席状況

監査等委員会
への出席状況 主 な 活 動 状 況

取 締 役
(監査等委員でない) 安武 弘晃 13回／13回 −

主にインターネット事業並びに
システム開発分野に関する幅広
い知見と豊富な経験に基づき、
適宜質問し意見を述べておりま
す。

取 締 役
(監査等委員でない) 海部 美知 13回／13回 −

主にインターネット事業及び新
興技術分野に関する幅広い知見
と豊富な経験に基づき、適宜質
問し意見を述べております。

取 締 役
(監査等委員でない) 堀江 愛利 12回／13回 −

主にアントレプレナーシップを
ベースとした次世代のリーダー
育成に関する幅広い知見と豊富
な経験に基づき、適宜質問し意
見を述べております。

取 締 役
( 常 勤 監 査 等 委 員 ) 佐々木 英之 13回／13回 13回／13回

主に企業経営、内部統制並びに
財務及び会計に関する幅広い知
見と豊富な経験に基づき、適宜
質問し意見を述べております。

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 高山 健 13回／13回 13回／13回

主に企業経営並びに財務及び会
計に関する幅広い知見と豊富な
経験に基づき、適宜質問し意見
を述べております。

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 三浦 亮太 12回／13回 12回／13回

主に弁護士として企業法務に関
する専門的な見地から、適宜質
問し意見を述べております。

取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 杉原 章郎 13回／13回 13回／13回

主にインターネット事業、シス
テム開発分野並びに人材採用及
び育成の人事分野に関する幅広
い知見と豊富な経験に基づき、
適宜質問し意見を述べておりま
す。

（注）１．書面決議による取締役会の回数は除いております。
２．主な活動状況は社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要を含みます。

④ 当社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
該当する事項はありません。
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５．会計監査人の状況
（１）会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 52,700千円

当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 75,300千円

（注）１．会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
当社監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま

え、監査項目別監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、当事業
年度の監査時間及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第
１項の同意を行っております。

２．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合に株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる
場合に、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選
定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の
理由を報告いたします。

３． 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に係る報
酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（３）非監査業務の内容
該当する事項はありません。

（４）子会社の監査の状況
当社の重要な子会社のうち、TechMatrix Asia Co., Ltd.、Firmus Sdn.Bhd.は、当社

の会計監査人以外の監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含
む。）の監査を受けております。
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６．会社の体制及び方針
（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務並びに当該会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制
当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

会社の業務並びに当該会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための
体制の整備の基本方針として、取締役会において以下のとおり決議しております。

a．当社の取締役及び使用人並びに当社子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び
定款に適合することを確保するための体制
① 当社は、「企業倫理ガイドライン」「コンプライアンス行動指針」「環境方針」「セキュリ
ティポリシー」「ソーシャルメディアポリシー」「人権基本方針」を定め、法令・定款・社
内規程等の遵守につき、役員・従業員の行動基準を明確にする。
② 当社は、役員・従業員に対する教育・研修を定期的に行うことにより、上記ガイドライ
ン・行動指針等の周知徹底をはかるものとする。
③ 当社は、取締役（監査等委員を除く）及び各部署の日常的な業務執行状況の監査を実施
し、ガイドライン・行動指針等の遵守状況を確認する。
④ 当社は、従業員の経営への参画意識を高めるために、毎月１回社員全員参加の朝会を実
施し、社長が経営方針、事業の進捗状況等の説明を行い、全社レベルで意識の共有をはか
る。
⑤ 当社は、社会的秩序や企業の健全な活動に悪影響を与える反社会的勢力に対しては毅然
とした態度で臨み、その関係を一切遮断するものとする。
⑥ 当社は、関係会社管理規程により、当社常勤監査等委員の当社の監査に必要な範囲での
子会社に対する調査権及び報告請求権を定める。また、当社内部監査室は、直接又は子会
社の内部監査室を通じて、子会社に対する定期監査及び臨時監査を行う。
⑦ 当社は、当社及び子会社の役員・従業員が利用可能な内部通報制度を導入し、コンプラ
イアンス違反等に厳正に対処するものとする。

b．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 当社は、「文書管理規程」に基づき、以下の文書（電磁的記録を含む）を関連資料とと
もに適切に保存及び管理（廃棄を含む）を行い、必要に応じて運用状況の検証、各規程の
見直しを行う。
・株主総会議事録
・取締役会議事録
・業務執行会議議事録
・税務署その他官公庁、証券取引所に提出した書類の写し
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・その他文書管理規程に定める文書
② 当社は、JIS Q 27001（ISMS）に適合した情報資産の管理に努めるものとする。
③ 当社は、子会社をして、当社に準ずる仕組みを導入させることにより、適切な文書の保
存及び管理（破棄を含む）を実現する。

c．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 当社は、「危機管理規程」を定め、危機管理体制を構築し、損失の危険を含めた危機の
未然防止に努めるとともに、危機が発生・発見された場合には、対策本部を設置する等、
被害回避及び被害拡大防止に努めるものとする。また、同規程に基づき当社は事業継続計
画書を定め、それを子会社に共有することにより、当社及び子会社は、事業継続計画を策
定し、事業継続上のリスクを認識し、対策を実行することにより、リスクのミニマイズに
努めるものとする。
② 当社は、JIS Q 27001（ISMS）の認定を取得し、その維持・改善活動を通じて、情報
セキュリティ及び個人情報保護に起因する損失のリスクに対する基準に適合した管理・運
用に努めるものとする。また、当社は、必要性を判断の上、子会社をして、JIS Q 27001
（ISMS）、またはプライバシー・マークの認定を取得させることにより、当社に準じた情報
セキュリティ体制を構築するものとする。
③ 当社は、社長直属の部署である内部監査室により、当社及び子会社の各部署の日常的な
業務執行状況に係る内部統制システム監査を実施し、損失の危険に繋がるリスクの洗い出
し、リスクに対する評価をするとともにリスク対応状況を確認する。尚、子会社に内部監
査室が存在する場合、当社内部統制委員会の承認を以って、当社の子会社における内部統
制システム監査の評価業務の一部又は全部を子会社の内部監査室に委任することができる。

d．当社の取締役及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保する
ための体制
① 当社は、執行役員制度をとることにより取締役会をスリム化し、「取締役会規則」に則
り、経営の意思決定を迅速かつ効率的に行えるようにする。取締役会は毎月1回定例会議を
行い、必要に応じて臨時の会議を招集する。
② 当社は、「業務執行会議規程」に則り、常勤取締役・常勤監査等委員・執行役員・事業
部長等によって構成される業務執行会議を設置し、業務執行に関する課題について協議す
るとともに、取締役会に付議すべき重要事項を検討し、取締役会及び代表取締役社長に答
申する。業務執行会議は毎月1回定例会議を行い、必要に応じて臨時の会議を招集する。
③ 当社は、事業の効率性を追求するため、内部統制システムの継続的な整備と業務プロセ
スの改革を推進する。
④ 当社は主要な子会社に役員を派遣し、当該子会社の取締役会において、取締役の職務の
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執行が効率的に行われることを確保するための体制が整備され、かつ有効に運用されてい
るかチェックし、改善の必要があると判断される場合は、取締役または取締役会に要請す
るものとする。

e．当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他の当社
及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 本基本方針に則り、当社は、会社の規模及び事業内容に適した内部統制システムを構築
し、運用・評価を実施するとともに、子会社における内部統制システムの構築・運用につ
いての評価を実施する。
② 評価実務は当社内部監査室、当社内部統制委員会が承認した場合、子会社内部監査室が
行う。
③ 当社は主要な子会社に役員を派遣し、子会社の役員会を通じ、子会社の事業状況並びに
財務状況を把握し、当社の取締役会や業務執行会議において、派遣した役員又は子会社の
役員より、子会社の事業状況並びに財務状況の報告を受けるとともに、重要事項について
は協議を行う。
④ 当社は、関係会社管理規程により、事前承認事項・事前事後報告事項を定め、子会社に
対し、その遵守を義務付ける。

f．当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
監査等委員会より補助人を置くことを求められた場合には、内部監査室の所属員に監査

等委員会の職務の補助を委嘱するものとする。

g．前号の取締役及び使用人の当社の他の取締役（監査等委員を除く）からの独立性に関する
事項及び当社の監査等委員会の当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関す
る事項
上記の補助者の人事異動・懲戒処分には、監査等委員会の承認を得なければならないも

のとする。また人事評価は、監査等委員会の意見を聴取の上、行うものとする。監査等委
員会が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人の補助業務に関する指揮権は監査
等委員会が有し、取締役の指揮命令は受けないものとする。

h．当社の監査等委員会への報告に関する体制
① 当社常勤監査等委員は、当社及び子会社における経営の意思決定や業務執行の状況を把
握するため、取締役会、業務執行会議、内部統制委員会及びグループ社長会等の重要な会
議に出席する。取締役（監査等委員を除く）・執行役員は、上記の会議、あるいは日常業務
を通じて、常勤監査等委員に対し必要な報告を行う。また、常勤監査等委員は、稟議書等
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の業務執行に関わる書類等の閲覧を行い、必要に応じ役員・従業員に説明を求めるものと
する。常勤監査等委員は、監査等委員会又は適切な手段で適時非常勤監査等委員に必要な
報告を行う。
② 当社は、関係会社管理規程により、事前承認事項・事前事後報告事項を定め、子会社に
対し、その遵守を義務付ける。子会社から報告を受けた部署の責任者は、適時、当社監査
等委員会に報告するものとする。なお、当該報告が常勤監査等委員のみに行われた場合、
常勤監査等委員は、監査等委員会又は適切な手段で適時非常勤監査等委員に必要な報告を
行う。
③ 監査等委員会は、監査等委員会への報告者が当該報告をしたことを理由として不当な取
り扱いを受けることがないよう、監視し、必要に応じて取締役会に対して改善等を求める。

i．その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査等委員会、内部監査室、監査法人による三様監査の連携強化を推進する。また、監
査等委員会は、代表取締役社長、監査法人と、それぞれ定期的に意見交換を実施する。
② 当社は、グループ全体の監査の実効性を高めるために定期的なグループ監査役連絡会を
設置し、連絡会を通じて、当社の監査等委員会及び子会社の監査役が情報交換及び意見交
換を行い、企業集団としての監査業務の充実を図り、リスクマネジメントに貢献し、守り
の面から経営に寄与するよう努める。グループ監査役連絡会は、四半期に１回定期会議を
行い、必要に応じて臨時の会議を招集する。
③ 監査等委員が職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）上必要な費
用については、期初に予算化するとともに、予算化された以外に職務の執行上必要な費用
が生じた場合は、都度前払又は事後請求できるものとする。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業

務並びに当該会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制の運
用状況の概要は以下のとおりであります。
① 内部統制システムの整備・運用に関する取り組み

当社及び子会社の内部監査室が分担し、グループ全体の内部統制システムの整備・運用状
況を評価し、必要な改善事項を摘出しております。
評価結果は、当社及び子会社の内部監査担当者にて構成する内部監査グループ定例会にお

いて共有するとともに当社及び子会社の内部統制委員会に報告され、承認しております。承
認された評価結果に基づき、被評価部門に対し改善の指示が出され、改善が完了するまで内
部監査室がモニタリングしております。
なお、内部統制委員会には常勤の監査等委員である取締役が出席しており、評価結果及び
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改善状況に関する情報を収集し、監査等委員会に報告しております。
② コンプライアンス

当社は、コンプライアンス委員会及び情報セキュリティ委員会が主体となり、法令・定
款・社内規程等の理解を深め、法令遵守の意識を高めるために当社及び子会社の役員及び従
業員に対し、その職制、職務等に応じたコンプライアンスに関する教育を定期的に実施して
おります。
③ リスク管理体制

当社は、情報セキュリティ委員会が主体となり、情報セキュリティに関する年度計画を立
案し、その計画に基づいた活動を実施しております。情報資産の把握からリスク分析及びリ
スクに対する対策実施、結果レビューによる改善計画立案まで一連のサイクルを実施し、そ
の計画や進捗状況、結果に関して定期的に情報セキュリティ委員会で共有し、また経営層へ
も報告をしております。

（３）株式会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

（４）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主価値の向上の一環として株主に対する利益還元を重要課題と位置付けており

ます。利益配分に関する基本方針は、株主への利益還元と内部留保充実のバランスを総合的
に判断し、決定しております。配当政策としては、期末業績における連結での配当性向30％
以上を基本方針としております。
2025年３月期の配当は、当期の業績予想を加味し中間配当を１株につき10円、期末配当

を20円とすることとしておりました。中間配当については１株につき12円をお支払いしてお
り、期末配当については、2025年５月９日開催の取締役会にて１株につき22円とすること
を決議いたしました。
その結果、2025年３月期の配当金は、１株につき34円（中間配当：12円、期末配当：22

円）となっております。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切捨て表示しております。
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連 結 財 政 状 態 計 算 書
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 現 金 同 等 物

営業債権及びその他の債権

棚 卸 資 産

前 渡 金

前 払 保 守 料

そ の 他 の 流 動 資 産

非 流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

の れ ん

無 形 資 産

持分法で会計処理されている投資

そ の 他 の 金 融 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 非 流 動 資 産

85,446,693

27,325,233

7,699,566

293,804

35,844,151

12,762,530

1,521,407

19,994,670

5,987,743

4,092,972

3,255,783

716,997

3,716,107

1,715,137

509,927

流 動 負 債 67,449,528
営業債務及びその他の債務 2,166,939
借 入 金 510,000
リ ー ス 負 債 749,328
未 払 法 人 所 得 税 1,208,343
契 約 負 債 57,663,116
そ の 他 の 金 融 負 債 631,685
引 当 金 75
そ の 他 の 流 動 負 債 4,520,038

非 流 動 負 債 7,995,231
借 入 金 1,750,000
リ ー ス 負 債 2,593,465
そ の 他 の 金 融 負 債 1,170,186
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,937,441
引 当 金 167,874
繰 延 税 金 負 債 124,051
そ の 他 の 非 流 動 負 債 252,212

負 債 合 計 75,444,759
資 本 の 部

親会社の所有者に帰属する持分 24,207,219
資 本 金 1,298,120
資 本 剰 余 金 4,799,261
自 己 株 式 △921,995
利 益 剰 余 金 18,912,936
その他の資本の構成要素 118,896

非 支 配 持 分 5,789,384
資 本 合 計 29,996,604

資 産 合 計 105,441,363 負 債 及 び 資 本 合 計 105,441,363
（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（自 2024

至 2025
年
年
４
３
月
月

１
31

日
日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 収 益 64,882,255
売 上 原 価 △44,327,720
売 上 総 利 益 20,554,535
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △13,561,435
そ の 他 の 収 益 38,156
そ の 他 の 費 用 △362,957
営 業 利 益 6,668,299
金 融 収 益 112,029
金 融 費 用 △68,767
持 分 法 に よ る 投 資 損 益 ( △ は 損 失 ) △286,919
税 引 前 利 益 6,424,641
法 人 所 得 税 費 用 △1,916,012
当 期 利 益 4,508,629

当 期 利 益 の 帰 属
親 会 社 の 所 有 者 4,060,857
非 支 配 持 分 447,771

（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 持 分 変 動 計 算 書
（自 2024

至 2025
年
年
４
３
月
月

１
31

日
日）

（単位：千円）
親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金
その他の資本の構成要素

新株予約権 確定給付制度の
再測定

当 期 首 残 高 1,298,120 4,767,089 △930,159 16,037,638 147,661 −
当期利益 − − − 4,060,857 − −
その他の包括利益 − − − − − 85,279

当期包括利益 − − − 4,060,857 − 85,279
剰余金の配当 − − − △1,244,473 − −
自己株式の取得 − − △296 − − −
自己株式の処分 − 25,678 8,460 − − −
株式報酬取引 − 6,493 − − 30,463 −
新株予約権の行使 − − − − △34,105 −
新規連結による変動 − − − − − −
非金融資産への振替 − − − − − −
その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替 − − − 58,914 − △85,279

所有者との取引額等合計 − 32,172 8,164 △1,185,559 △3,642 △85,279
当 期 末 残 高 1,298,120 4,799,261 △921,995 18,912,936 144,019 −

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
その他の資本の構成要素

親会社の所有者に
帰属する持分合計

その他の包括利益
を通じて公正価値
で測定する資本性

金融資産

在外営業活動体の
換算差額

キャッシュ・
フロー・ヘッジ 合計

当 期 首 残 高 428,809 2,032 △6,723 571,780 21,744,468 5,299,038 27,043,507
当期利益 − − − − 4,060,857 447,771 4,508,629
その他の包括利益 △292,510 △179,343 34,936 △351,638 △351,638 23,215 △328,423

当期包括利益 △292,510 △179,343 34,936 △351,638 3,709,219 470,987 4,180,206
剰余金の配当 − − − − △1,244,473 △6,475 △1,250,948
自己株式の取得 − − − − △296 − △296
自己株式の処分 − − − − 34,139 − 34,139
株式報酬取引 − − − 30,463 36,956 − 36,956
新株予約権の行使 − − − △34,105 △34,105 − △34,105
新規連結による変動 − − − − − 25,834 25,834
非金融資産への振替 − − △38,688 △38,688 △38,688 − △38,688
その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替 26,365 − − △58,914 − − −

所有者との取引額等合計 26,365 − △38,688 △101,245 △1,246,468 19,359 △1,227,109
当 期 末 残 高 162,664 △177,311 △10,475 118,896 24,207,219 5,789,384 29,996,604

（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産
商 品 及 び 製 品
前 渡 金
前 払 保 守 料
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工 具、 器 具 及 び 備 品
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
特 許 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

66,902,993
15,701,080
3,738,266
110,859

35,543,861
11,444,591

315,772
48,938
△377

15,537,179
1,432,611
583,722
667,302
181,586
820,747
587,416
222,241

1,666
9,423

13,283,820
1,723,512

10,126,247
110,088
27,375

854,741
441,855

流 動 負 債 60,996,234
買 掛 金 498,780
短 期 借 入 金 200,000
1年内返済予定の長期借入金 300,000
未 払 金 266,432
未 払 費 用 1,051,746
リ ー ス 債 務 29,741
未 払 法 人 税 等 824,580
契 約 負 債 56,063,132
預 り 金 48,546
前 受 収 益 15,430
役 員 賞 与 引 当 金 13,660
役 員 株 式 給 付 引 当 金 10,844
賞 与 引 当 金 386,311
受 注 損 失 引 当 金 75
そ の 他 1,286,949

固 定 負 債 3,339,898
長 期 借 入 金 1,750,000
退 職 給 付 引 当 金 1,165,184
執 行 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 67,793
リ ー ス 債 務 173,076
資 産 除 去 債 務 86,294
そ の 他 97,549

負 債 合 計 64,336,132
純 資 産 の 部

株 主 資 本 17,817,077
資 本 金 1,298,120
資 本 剰 余 金 4,327,476
資 本 準 備 金 1,405,350
そ の 他 資 本 剰 余 金 2,922,126

利 益 剰 余 金 13,113,476
利 益 準 備 金 3,204
そ の 他 利 益 剰 余 金 13,110,271
繰 越 利 益 剰 余 金 13,110,271

自 己 株 式 △921,995
評 価 ・ 換 算 差 額 等 142,943
その他有価証券評価差額金 153,418
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △10,475

新 株 予 約 権 144,019
純 資 産 合 計 18,104,040

資 産 合 計 82,440,172 負 債 及 び 純 資 産 合 計 82,440,172
（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（自 2024

至 2025
年
年
４
３
月
月

１
31

日
日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 46,321,664
売 上 原 価 34,222,101
売 上 総 利 益 12,099,563
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,186,854
営 業 利 益 4,912,708
営 業 外 収 益
受 取 利 息 10,941
受 取 配 当 金 2,664
為 替 差 益 48,629
投 資 事 業 組 合 運 用 益 10,434
受 取 補 償 金 11,697
そ の 他 3,363 87,730

営 業 外 費 用
支 払 利 息 15,936
固 定 資 産 除 却 損 385
投 資 事 業 組 合 運 用 損 19,547
そ の 他 9,772 45,641

経 常 利 益 4,954,797
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 0

特 別 損 失
減 損 損 失 333,128
投 資 有 価 証 券 評 価 損 27,016
関 係 会 社 株 式 評 価 損 309,997
そ の 他 22 670,164

税 引 前 当 期 純 利 益 4,284,633
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,423,123
法 人 税 等 調 整 額 △162,103 1,261,019
当 期 純 利 益 3,023,613

（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（自 2024

至 2025
年
年
４
３
月
月

１
31

日
日）

（単位：千円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 1,298,120 1,405,350 2,883,649 4,288,999 3,204 11,331,132 11,334,336
当期変動額
剰余金の配当 − − − − − △1,244,473 △1,244,473
当期純利益 − − − − − 3,023,613 3,023,613
自己株式の取得 − − − − − − −
自己株式の処分 − − − − − − −
株式報酬取引 − − 11,418 11,418 − − −
新株予約権の行使 − − 27,058 27,058 − − −
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） − − − − − − −

当期変動額合計 − − 38,476 38,476 − 1,779,139 1,779,139
当 期 末 残 高 1,298,120 1,405,350 2,922,126 4,327,476 3,204 13,110,271 13,113,476

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益評価・換算差額
等合計

当 期 首 残 高 △930,159 15,991,296 123,253 △6,723 116,530 147,661 16,255,488
当期変動額
剰余金の配当 − △1,244,473 − − − − △1,244,473
当期純利益 − 3,023,613 − − − − 3,023,613
自己株式の取得 △296 △296 − − − − △296
自己株式の処分 8,460 8,460 − − − − 8,460
株式報酬取引 − 11,418 − − − − 11,418
新株予約権の行使 − 27,058 − − − − 27,058
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） − − 30,164 △3,751 26,412 △3,642 22,770

当期変動額合計 8,164 1,825,780 30,164 △3,751 26,412 △3,642 1,848,551
当 期 末 残 高 △921,995 17,817,077 153,418 △10,475 142,943 144,019 18,104,040
（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年５月16日

テクマトリックス株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 木 正 志
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 坂 本 大 輔

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、テクマトリックス株式会社の2024年４月１日から2025年３月

31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書、連結計
算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、指定国際会計基準で

求められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、テクマトリックス株式会社及び連結子会社からなる企業集団
の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当

監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たして
いる。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに

ある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する

ことが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、指定国際会計基準で求めら

れる開示項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどう

かを評価し、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、指定国際会計基準で求められる開示項目の一部を
省略した会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として

の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、指定国際会計基準で求
められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書
類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
るために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して
責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要
因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年５月16日

テクマトリックス株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 木 正 志
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 坂 本 大 輔

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、テクマトリックス株式会社の2024年４月１日から2025年

３月31日までの第41期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算

書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当

監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理
に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに

ある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する

ことが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として

の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象
や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要
因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2024年4月1日から2025年3月31日までの第41期事業年度における取締役の職務の
執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１． 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並

びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の
方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、監査計画、職務の分担等に従い、

会社の内部監査部門その他内部統制所管部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等か
らその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類その他業務執
行に関する重要な書類等の内容、取締役の職務執行の状況、並びに会社の業務及び財産の状況を調査し
ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社に対し事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を調査しました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲
げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、会計監査人 有限責
任あずさ監査法人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態計算
書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。



― 58 ―

２． 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

三 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年5月23日

テクマトリックス株式会社 監査等委員会
監査等委員（常勤） 佐々木 英 之 ㊞
監査等委員 高 山 健 ㊞
監査等委員 三 浦 亮 太 ㊞
監査等委員 杉 原 章 郎 ㊞

（注）監査等委員佐々木英之、高山健、三浦亮太及び杉原章郎は、会社法第２条第15号及び第331条第６項
に定める社外取締役であります。

以 上
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電子提供措置の開始日 2025年６月５日

第41期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

テクマトリックス株式会社
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１ 連結計算書類の作成基準
連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、

「IFRS」という。）に準拠して作成しております。なお、本連結計算書類は同項後段の規定に
より、IFRSで求められる開示事項の一部を省略しております。

２ 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 12社
連結子会社の名称
PSP株式会社
合同会社医知悟
株式会社A-Line
クロス・ヘッド株式会社
OCH株式会社
株式会社カサレアル
アレクシアフィンテック株式会社
TechMatrix Asia Co., Ltd.
TechMatrix Asia Holdings Co., Ltd.
Firmus Sdn. Bhd.
Firmus Consulting Sdn. Bhd.
Firmus Pte. Ltd.

当連結会計年度より、株式取得に伴いFirmus Sdn. Bhd.他2社を新たに連結の範囲に含
めております。

３ 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社数 ２社

エムスリーAI株式会社
モビルス株式会社

４ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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５ 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．金融商品
①非デリバティブ金融資産
（ⅰ）当初認識及び測定

非デリバティブ金融資産は、契約条項の当事者となった取引日に当初認識してお
ります。
金融資産は、当初認識時に、償却原価で測定する金融資産と公正価値で測定する

金融資産に分類しております。この分類は、金融資産が負債性金融商品か資本性金
融商品かによって以下のように行っております。

（a）負債性金融商品である金融資産
以下の条件がともに満たされる場合には、償却原価で測定する金融資産に分類

しております。
・当該金融資産が、契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を
保有することを目的とする事業モデルの中で保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであ
るキャッシュ・フローが特定の日に生じる。

また、以下の条件がともに満たされる場合には、その他の包括利益を通じて公
正価値で測定する金融資産に分類しております。
・当該金融資産が、契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって
目的が達成される事業モデルの中で保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであ
るキャッシュ・フローが特定の日に生じる。

上記のいずれにも該当しない場合には、純損益を通じて公正価値で測定する金
融資産に分類しております。

（b）資本性金融商品である金融資産
原則として、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しておりま

す。
ただし、売買目的ではない資本性金融商品への投資については、当初認識時

に、その公正価値の事後的な変動をその他の包括利益に表示するという取消不能
な選択を行うことが認められており、当社グループでは金融商品ごとに当該指定
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を行っております。
金融資産は、原則として、公正価値に、当該金融資産に直接帰属する取引コス

トを加算した金額で測定しております。ただし、重大な金融要素を含んでいない
営業債権は取引価格で測定しております。
また、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産については、その取引コス

トは発生時に純損益で認識しております。
（ⅱ）事後測定

（a）償却原価で測定する金融資産
実効金利法を適用した償却原価で測定し、利息は「金融収益」として純損益に

認識しております。実効金利法を適用した総額の帳簿価額から貸倒引当金を控除
しております。

（b）公正価値で測定する金融資産
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定することを選択

した資本性金融商品については、公正価値の変動額はその他の包括利益に認識
し、累積利得又は損失は、認識を中止した場合(もしくは公正価値が著しく低下
した場合)に利益剰余金に振り替えております。ただし、配当金は当該配当金が
明らかに投資の取得原価の回収を示している場合を除いて「金融収益」として純
損益に認識しております。
上記以外の金融資産については、公正価値の変動額は純損益に認識しておりま

す。
（ⅲ）認識の中止

金融資産は、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅し
た場合、又は金融資産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当
該金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてが移転している場合に
おいて、認識を中止しております。

②金融資産の減損
当社グループは、償却原価で測定する金融資産及び契約資産について、金融資産の信

用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融資産に係る貸倒引当
金を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定しております。金融資産に係る信用リス
クが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融資産に係る貸倒引当金を
12ヶ月の予想信用損失に等しい金額で測定しております。金融資産に係る信用リスク
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が当初認識以降に著しく増大しているか否かに関する評価は、「金融商品に関する注記
２．財務上のリスク管理方針 ①信用リスク」に記載しております。
ただし、営業債権及び契約資産に対する貸倒引当金は、常に全期間の予想信用損失に

等しい金額で測定しております。
金融商品の予想信用損失は、信用情報の変化や過去における債務不履行の実績率、債

権の期日経過情報等を反映する方法で見積もっております。当該測定に係る金額は、純
損益として認識しております。
また、金融資産の全部又は一部分を回収できないと合理的に判断される場合は、当該

金額を金融資産の帳簿価額から直接償却しております。
③非デリバティブ金融負債

当社グループでは、金融負債を発生日に当初認識しており、償却原価で測定しており
ます。当初認識時には公正価値からその発行に直接起因する取引コストを減算して測定
しております。また、当初認識後は実効金利法に基づく償却原価で測定しております。
金融負債は、金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取

消し又は失効となった時に認識を中止しております。
ロ．棚卸資産

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額とのいずれか低い金額で測定しておりま
す。取得原価には、購入原価、加工費及び棚卸資産が現在の場所及び状態に至るまでに
発生したその他のコストのすべてを含んでおり、原価の算定にあたって、商品及び製品
については個別法を用いております。正味実現可能価額は、通常の事業過程における見
積売価から、完成までの見積原価及び販売に要する見積コストを控除した額でありま
す。

（2）現金及び現金同等物
現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に満期日
又は償還期限の到来する短期投資から構成されております。
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（3）有形固定資産
①認識及び測定

有形固定資産については、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減
損損失累計額を控除した額で計上しております。
取得原価には資産の取得に直接関連するコスト、資産の解体、除去コスト及び原状回

復コストの当初見積額が含まれております。有形固定資産の構成要素の耐用年数が構成
要素ごとに異なる場合は、それぞれ別個の有形固定資産項目として計上しております。

②取得後の支出
有形固定資産の取得後に発生した支出のうち、通常の修繕及び維持については発生時

に費用として処理し、主要な取替及び改良に係る支出については、その支出により将来
当社グループに経済的便益がもたらされることが見込まれる場合に限り資産計上してお
ります。

③減価償却
有形固定資産は、使用が可能となった時点から、それぞれの耐用年数にわたって定額

法で減価償却しております。主要な有形固定資産の耐用年数は次のとおりであります。
建物：３〜18年
工具、器具及び備品：２〜10年
なお、償却方法、残存価額及び耐用年数は毎年見直し、変更があった場合は、会計上

の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

（4）のれん及び無形資産
イ．のれん

当初認識時におけるのれんの測定については、取得対価が取得日における識別可能資産
及び引受負債の正味価額を上回る場合に、その超過額をのれんとして認識しております。
一方、この対価の総額が、識別可能資産及び負債の正味価額を下回る場合、その差額を利
得として純損益に認識しております。のれんは取得原価から減損損失累計額を控除した価
額で計上しております。
減損については、「（6）非金融資産の減損」に記載しております。

ロ．無形資産
無形資産については、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累

計額を控除した価額で計上しております。
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個別に取得した無形資産は取得原価で測定しており、企業結合により取得した無形資
産の取得原価は取得日の公正価値で測定しております。
内部プロジェクトの研究局面に関する支出は発生時に費用として認識しております。
内部利用を目的としたソフトウエアの取得及び開発支出は、将来の経済的便益の流入

が期待される場合には無形資産に計上しております。市場販売を目的としたソフトウエ
アの取得及び開発支出は、「最初に製品化された製品マスター」の完成時点までの制作
活動は研究開発費として費用処理し、その後に発生したものについては基本的に無形資
産として資産計上しております。なお、自己創設の無形資産については、資産化の要件
を満たす開発費用を除き、その支出額はすべて発生した期の費用として認識しておりま
す。
事後的な支出は、その支出に関連する特定の資産に伴う将来の経済的便益がもたらさ

れることが見込まれる場合に限り資産計上しております。
耐用年数を確定できる無形資産は、使用が可能となった時点から、それぞれの耐用年

数にわたり、定額法で償却しております。主要な無形資産の耐用年数は次のとおりであ
ります。
・市場販売目的のソフトウエア：３年
・サービス提供目的のソフトウエア：５年以内
・内部利用目的のソフトウエア：５年
・その他無形資産：２〜10年
未だ使用可能でない無形資産は償却を行わず、毎年同時期に、加えて減損の兆候が存

在する場合にはその資産の回収可能価額を見積もっております。
なお、償却方法、残存価額及び耐用年数は毎年見直し、変更があった場合は、会計上

の見積りの変更として将来に向かって適用しております。
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（5）リース
当社グループは、契約の開始時に、当該契約がリース又はリースを含んだものであるの

かどうかを判定しております。契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間に
わたり対価と交換に移転する場合には、当該契約はリースであるか又はリースを含んでお
ります。
・借手としてのリース

リースの開始日において、使用権資産及びリース負債を認識しております。使用権資
産は開始日において取得原価で測定しております。使用権資産の取得原価は、リース負
債の当初測定の金額、借手に発生した当初直接コスト、原資産の原状回復の際に借手に
生じるコストの見積り等で構成されております。開始日後においては、原価モデルを適
用して、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除して測定しておりま
す。原資産の所有権がリース期間の終了時までに借手に移転する場合又は、使用権資産
の取得原価が購入オプションを行使することを反映している場合には、使用権資産を開
始日から原資産の耐用年数の終了時まで減価償却しております。それ以外の場合は、開
始日から使用権資産の耐用年数又はリース期間の終了時のいずれか早い時まで減価償却
しております。
リース期間については、リースの解約不能期間に延長することが合理的に確実である

期間及び解約しないことが合理的に確実な期間を加えた期間を加味して決定しておりま
す。具体的には、過去の移転実績や将来の事業計画に基づき、リース期間を延長又は短
縮することによる賃借料の変動、解約違約金の有無、重要な賃借物件の造作設備等の投
資回収期間等を考慮の上、リース期間を見積り計上しております。見積りに使用した仮
定と異なる結果が生じることにより、翌年度の連結計算書類において使用権資産及びリ
ース負債の金額に重要な修正をもたらす可能性があります。
リース負債は、開始日において同日現在で支払われていないリース料の現在価値で測

定しております。開始日後においては、リース負債に係る金利や、支払われたリース料
を反映するようにリース負債の帳簿価額を増減しております。リース負債を見直した場
合又はリースの条件変更が行われた場合には、リース負債を再測定し使用権資産を修正
しております。
なお、短期リース及び少額資産のリースについてIFRS第16号「リース」第６項を適

用し、リース料をリース期間にわたり定額法により費用認識しております。
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（6）非金融資産の減損
非金融資産（棚卸資産及び繰延税金資産を除く）については、資産が減損している可能

性を示す兆候があるか否かを評価しております。
減損の兆候が存在する場合には、個別の資産又は資金生成単位ごとの回収可能価額を測

定しております。なお、のれん及び未だ使用可能でない無形資産は償却を行わず、毎期同
時期及び減損の兆候が存在する場合にはその都度、減損テストを実施しております。
減損テストにおいて、資産は、継続的な使用により他の資産又は資金生成単位のキャッ

シュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資産グルー
プに集約しております。企業結合から生じたのれんは、結合のシナジーが得られると期待
される資金生成単位又は資金生成単位グループに配分しております。
回収可能価額は、使用価値と処分コスト控除後の公正価値のいずれか高い方で算定して

おります。
個別の資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を上回る場合には純損益にて減

損損失を認識し、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。資金生成単
位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額す
るように配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額しており
ます。
のれんに係る減損損失は、戻入れを行っておりません。のれん以外の非金融資産に係る

減損損失は、減損損失がもはや存在しないか又は減少している可能性を示す兆候が存在す
る場合に当該資産の回収可能価額を見積もっており、回収可能価額が減損処理後の帳簿価
額を上回った場合には減損損失の戻入れを行っております。なお、減損損失の戻入れは過
去の期間において当該資産に認識した減損損失がなかった場合の帳簿価額から減価償却又
は償却控除後の帳簿価額を超えない範囲を上限として回収可能価額と帳簿価額との差額を
純損益にて認識しております。

（7）重要な引当金の計上基準
引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが現在の法的債務又は推定的債務を

有し、その債務を決済するために経済的便益を有する資源の流出の可能性が高く、かつそ
の資源の流出の金額について信頼できる見積りができる場合に認識しております。
引当金は、貨幣の時間価値の影響が重要な場合、引当金額は債務の決済に必要と見込ま

れる支出の現在価値で測定しております。
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①資産除去債務
資産除去債務は、当社グループが使用する賃借事務所・建物等に対する原状回復義務に

備え、過去の原状回復実績に基づき将来支払うと見込まれる金額を計上しております。こ
れらの費用は、事務所等に施した内部造作の耐用年数を考慮して決定した使用見込期間経
過後に支払われると見込んでおりますが、将来の事業計画等により影響を受けます。

（8）従業員給付
①退職後給付

当社グループは、従業員の退職後給付制度として確定給付制度と確定拠出制度を採用し
ております。確定給付制度は、確定拠出制度以外の退職後給付制度であります。確定拠出
制度は、雇用主が一定額の掛金を他の独立した基金に拠出し、その拠出額以上の支払につ
いて、法的債務又は推定的債務を負わない退職後給付制度であります。

（ⅰ）確定給付制度
確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用は、予

測単位積増方式を用いて算定しております。
割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割

引期間に対応した決算日時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。
確定給付負債は、確定給付制度債務の現在価値により測定しております。勤務費用

及び確定給付負債の利息額は、純損益にて認識しております。
確定給付制度の再測定により発生した増減額は、発生した期においてその他の包括

利益に一括認識し、直ちに利益剰余金に振り替えております。また過去勤務費用は発
生時に全額純損益に認識しております。

（ⅱ）確定拠出制度
確定拠出制度については、確定拠出制度に支払うべき拠出額を、従業員が関連する

勤務を提供した時に費用として認識しております。
②短期従業員給付

短期従業員給付については、割引計算を行わず、関連するサービスが提供された時点で
費用として認識しております。
賞与及び有給休暇費用については、それらを支払う法的もしくは推定的な債務を有し、

信頼性のある見積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積もられる
額を負債として認識しております。



― 70 ―

③その他の長期従業員給付
当社グループの長期従業員給付に対する債務として、一定の勤続年数に応じた特別休暇

や報奨金制度を有しております。その他の長期従業員給付に対する債務額は、従業員が過
年度及び当年度において提供したサービスの対価として稼得した将来給付の見積額を現在
価値に割り引いた額で測定しております。

（9）資本
①普通株式

当社が発行した資本性金融商品は、発行価額を資本金及び資本剰余金に計上し、取引コ
スト(税効果考慮後)は資本剰余金から控除しております。

②自己株式
自己株式は取得原価で測定し、資本から控除しており、自己株式の購入、売却又は消却

において利得又は損失は認識しておりません。なお、帳簿価額と処分時の対価との差額は
資本剰余金として認識しております。

③配当金
当社の株主に対する配当は、取締役会により承認された日の属する期間の負債として認

識しております。

（10）収益及び費用の計上基準
収益
当社グループは、次の５ステップアプローチに基づき、約束した商品又は役務を顧客に

移転し、顧客が当該商品又は役務に対する支配を獲得した時に収益を認識しております。
ステップ１：契約の識別
ステップ２：履行義務の識別
ステップ３：取引価格の算定
ステップ４：履行義務への取引価格の配分
ステップ５：履行義務の充足による収益の認識
顧客との契約を履行するためのコストは、当該コストが、契約に直接関連しており、履

行義務の充足に使用される会社の資源を創出又は増価する、及び当該コストの回収が見込
まれる場合に資産として認識しております。
資産として認識された顧客との契約の履行のためのコストは、各契約期間にわたり、関
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連する収益に対応させて定額法で償却しております。
また、当社グループが顧客へ商品又は役務を自ら提供する履行義務や、他の当事者が関

与している履行義務であっても当社グループが顧客へ他の商品又は役務と組み合わせて顧
客に統合したサービスを提供する履行義務で当社グループがサービスに対する主たる責任
や価格の設定について裁量権を有している場合には、本人取引として収益を総額で認識し
ております。一方、他の当事者が関与している履行義務で当社グループが顧客へ他の商品
又は役務と組み合わせて顧客に統合したサービスを提供する可能性がない履行義務や、当
社グループがサービスに対する主たる責任や価格の設定について裁量権を有していない場
合には、代理人取引として収益を純額（手数料相当額）で認識しております。
取引価格は顧客との契約に従っており、変動対価は含まれておりません。主な支払条件

は、サービス提供は契約開始時の翌月末支払い又は単年度ごとに顧客と合意した支払条
件、製品販売は引渡時の翌月末支払いであり、重大な金融要素は含まれておりません。
複数の履行義務が含まれている契約の取引価格は、契約上の各取引価格を独立販売価格

として、それぞれの履行義務に按分しております。
なお、重要な返品及び返金の義務並びにその他の類似の義務はありません。
具体的な収益認識基準は、次のとおりであります。

①一時点で充足される履行義務
当社グループにおいてはネットワーク、セキュリティ、ストレージ等の製品販売があ

ります。これらは、契約において支配の移転時点が明記されている場合には当該支配の
移転時点に、そうでない場合には顧客への引渡時に収益を認識しております。

②一定の期間にわたり充足される履行義務
次の要件のいずれかに該当する場合は、製品又は役務に対する支配が一定期間にわた

り移転するため、一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認識しております。
（ⅰ）顧客が履行によって提供される便益を、履行するにつれて同時に受け取って消費

する。
（ⅱ）履行が、資産を創出するか又は増価させ、顧客が当該資産の創出又は増価につれ

て支配する。
（ⅲ）履行が、他に転用できる資産を創出せず、かつ、現在までに完了した履行に対す

る支払いを受ける強制可能な権利を有している。
当社グループにおいて、一定の期間にわたり充足される履行義務に関する収益として

は、保守、クラウド（SaaS）、サブスクリプション等のサービス提供やシステム開発の
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履行義務があります。サービス提供の履行義務は、履行義務が主に時の経過につれて充
足されるため、顧客との契約に係る取引価格を契約期間にわたり均等に収益を認識して
おります。システム開発の履行義務は、開発の進捗によって充足されるため、開発の進
捗度に応じて開発期間にわたり収益を認識しております。進捗度は、発生したコストに
基づくインプット法（原価比例法）を用いております。

（11）連結計算書類の作成の基礎となった連結会社の計算書類の作成にあたって採用した重要な
外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
①外貨建取引
外貨建取引は、取引日における為替レート又はそれに近似する為替レート（為替に著し

い変動がある場合を除く）で機能通貨に換算しております。
外貨建貨幣性資産・負債は、決算日の為替レートで機能通貨に換算しております。外貨

建の公正価値で測定される非貨幣性資産・負債は、その公正価値の測定日における為替レ
ートで機能通貨に換算しております。外貨建の取得原価に基づいて測定されている非貨幣
性項目は、取引日の為替レートで換算しております。為替換算差額は通常、純損益で認識
しております。ただし、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産及
びキャッシュ・フロー・ヘッジから生じる為替換算差額については、その他の包括利益と
して認識しております。
②在外営業活動体
在外営業活動体の資産及び負債については期末日の為替レート、収益及び費用について

は、為替レートが著しく変動している場合を除き、平均為替レートを用いて日本円に換算
しております。在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる換算差額は、その他の包括利
益として認識しております。在外営業活動体の換算差額は、在外営業活動体が処分された
期間に純損益として認識されます。

（12）重要なヘッジ会計の方法
デリバティブ及びヘッジ会計
当社グループでは、外貨建の債務に係る為替変動リスクをヘッジするために、先物為替

予約取引のデリバティブ取引を行っております。
当社グループでは、ヘッジの開始時においてヘッジ関係並びにヘッジの実施についての

リスク管理目的及び戦略の公式な指定及び文書化を行っております。当該文書にはヘッジ
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手段の特定、ヘッジの対象となる項目又は取引、ヘッジされるリスクの性質、及びヘッジ
されたリスクに起因するヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャ
ーを相殺するに際してのヘッジ手段の有効性の評価方法が含まれております。また、当社
グループでは、これらのヘッジについて、ヘッジされたリスクに起因するキャッシュ・フ
ローの変動を相殺するに際し極めて有効であると見込んでおりますが、ヘッジ指定されて
いた会計期間を通じて実際に極めて有効であったか否かを判断するために、継続的に評価
しております。
デリバティブは公正価値で当初認識しております。また、当初認識後は公正価値で測定

し、その事後的な変動は次のとおり処理しております。
・キャッシュ・フロー・ヘッジ

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値変動のうち有効なヘッジと判定される部分
は、その他の包括利益として認識しております。
その他の包括利益に認識した金額は、ヘッジ対象である取引が純損益に影響を与える

会計期間においてその他の資本の構成要素から純損益に振り替えております。ただし、
予定取引のヘッジがその後において非金融資産又は非金融負債の認識を生じさせるもの
である場合には、その他の包括利益に認識した金額を当該非金融資産又は非金融負債の
当初の帳簿価額の修正として処理しております。
ヘッジ手段が失効、売却、終結又は行使された場合、ヘッジ比率を調整してもなお、

ヘッジの適格要件を満たさなくなった場合には、ヘッジ会計を将来に向けて中止してお
ります。予定取引の発生がもはや見込まれない場合には、その他の包括利益として認識
した金額は、即時にその他の資本の構成要素から純損益に振り替えております。

（13）金融収益及び金融費用
金融収益は、受取利息、受取配当金、為替差益等から構成されております。受取利息

は、実効金利法を用いて発生時に認識しております。受取配当金は、当社グループの受領
権が確定した時点で認識しております。
金融費用は、支払利息、為替差損等から構成されております。支払利息は、実効金利法

を用いて発生時に認識しております。
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（14）法人所得税
法人所得税は、当期税金と繰延税金の合計として表示しております。これらは、企業結

合に関連するもの及び直接資本又はその他の包括利益で認識される項目を除き、当期の純
損益にて認識しております。
当期税金は、決算日において制定され又は実質的に制定されている税率を用いて、税務

当局に対する納付又は税務当局からの還付が予想される金額で算定しております。
繰延税金資産及び負債は、決算日までに制定又は実質的に制定されている税法に基づい

て、資産が実現する期又は負債が決済される期に適用されると予想される税率で算定して
おります。繰延税金資産及び負債は、資産及び負債の会計上の帳簿価額と税務基準額の差
額である一時差異並びに繰越欠損金等に基づいて算定しております。繰延税金資産は、将
来減算一時差異、税務上の繰越欠損金及び繰越税額控除に対して、それらを利用できる課
税所得が生じる可能性が高い範囲で認識しております。
なお、企業結合ではなく、取引時に会計上の利益にも課税所得にも影響しない取引にお

ける当初認識から生じる一時差異については、繰延税金資産及び負債を認識しておりませ
ん。さらにのれんの当初認識において生じる将来加算一時差異についても、繰延税金負債
を認識しておりません。
子会社に対する投資に係る将来加算一時差異については、繰延税金負債を認識しており

ます。ただし、一時差異を解消する時期をコントロールでき、かつ予測可能な期間内に一
時差異が解消しない可能性が高い場合には認識しておりません。また、子会社に対する投
資に係る将来減算一時差異については、一時差異が予測し得る期間内に解消し、かつ課税
所得を稼得する可能性が高い範囲でのみ繰延税金資産を認識しております。
繰延税金資産及び繰延税金負債は、当期税金資産と当期税金負債を相殺する法律上強制

力のある権利を有し、かつ同一の税務当局によって同一の納税主体に対して課される法人
所得税に関するものである場合に相殺しております。

（15）１株当たり当期利益
基本的１株当たり当期利益は、親会社の所有者（普通株主）に帰属する当期利益を、そ

の期間の自己株式を調整した普通株式の加重平均株式数で除して算定しております。
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会計上の見積りに関する注記
IFRSに準拠した連結計算書類の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負

債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定をすることが義務付
けられております。ただし、実際の業績はこれらの見積りとは異なる場合があります。
見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの改定は、

見積りが改定された会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

１．のれんの評価
当連結会計年度の連結財政状態計算書において、のれん4,092,972千円が計上されており

ます。のれんについては、「５ 会計方針に関する事項（6）非金融資産の減損」に従って、
減損テストを実施しております。回収可能価額の見積り及び仮定については、経営環境や事
業戦略に基づき策定された事業計画を基礎としておりますが、予測不能な前提条件の変化等
によりのれんの評価が変動する可能性があり、この場合、翌連結会計年度以降の連結財政状
態計算書において減損損失を計上する可能性があります。

連結財政状態計算書に関する注記

１．資産から直接控除した貸倒引当金
売上債権及びその他の債権 3,579千円
その他の金融資産（非流動資産） 60,848千円

２．資産から直接控除した減価償却累計額
自己所有の有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 2,538,524千円

３．当座貸越契約及びコミットメントライン契約
当社グループは、資金の機動的かつ安定的な調達調達枠を確保するとともに、より一層の

財務基盤の強化を図ることを目的として、取引銀行５行と当座貸越契約及びコミットメント
ライン契約を締結しております。この契約における借入未実行残高は次のとおりでありま
す。
当座貸越限度額及びコミットメントラインの総額 5,740,000千円
借入実行残高 210,000千円
差引額 5,530,000千円
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連結持分変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類および総数並びに自己株式の種類および株式数に関する事項
当連結会計年度期首

株式数 増加株式数 減少株式数 当連結会計年度末
株式数

発行済株式
普通株式（株） 44,518,400 − − 44,518,400

自己株式
普通株式（株） 4,389,486 149 39,910 4,349,725

（注）１．普通株式の自己株式数の増加149株は単元未満株式の買取りによるものであります。
２．普通株式の自己株式数の減少33,400株は新株予約権の行使によるもの、6,510株は業績連動型株式
報酬としての処分による減少であります。

２．配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配 当 額
（円）

基準日 効力発生日

2024年４月26日
取締役会 普通株式 762,449 19.00 2024年３月31日 2024年６月13日

2024年10月31日
取締役会 普通株式 482,024 12.00 2024年９月30日 2024年12月９日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

決議 株式の
種 類

配当金の
総 額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配 当 額
（円）

基準日 効力発生日

2025年５月９日
取締役会 普通株式 883,710 利益剰余金 22.00 2025年３月31日 2025年６月13日

３．当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数
普通株式(株) 123,875
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金融商品に関する注記

１．資本管理方針
当社グループの資本管理は、当社グループの持続的な成長と企業価値増大を実現するため

に資本管理をしております。
当社グループが資本管理において用いる主な指標には、以下のものがあります。

当連結会計年度末
(2025年3月31日)

ROE(注)１ (％) 17.7％

自己資本比率(注)２ (％) 23.0％
（注）１．親会社の所有者に帰属する当期利益／親会社の所有者に帰属する持分

２．親会社の所有者に帰属する持分／負債及び資本合計

なお、当社グループが適用を受ける重要な資本規制はありません。

２．財務上のリスク管理方針
当社グループは、経営活動を行う過程において生じる財務上のリスク（①信用リスク、②

流動性リスク、③市場リスク（(ⅰ)為替変動リスク、(ⅱ)金利変動リスク(ⅲ)株価変動リス
ク））に晒されており、当該財務上のリスクを軽減するために、リスク管理を行っておりま
す。リスク管理にあたっては、リスク発生要因の根本からの発生を防止することでリスクを
回避し、回避できないリスクについてはその軽減を図るようにしております。デリバティブ
取引は、後述するリスクを回避又は軽減するために利用しており、投機的な取引は行わない
方針であります。

① 信用リスク
当社グループの営業活動から生ずる債権である営業債権（受取手形及び売掛金）、契約資

産、その他の債権及びその他の金融資産（償却原価で測定する金融資産）は、信用リスクに
晒されております。決算日における、信用リスクに対する最大エクスポージャーは、各金融
資産の減損後の帳簿価額となります。なお、特定の取引先について、重要な信用リスクのエ
クスポージャーはなく、特段の管理を有する信用リスクの過度の集中はありません。
営業債権及びその他の債権について、当社グループは、販売管理規程に従い、定期的にモ

ニタリングし、取引相手ごとに回収期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等
による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
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その他の金融資産のうち償却原価で測定される金融資産については、相手先の財政状態に
ついての情報収集・評価により、回収懸念の早期把握や信用リスクの低減を図っておりま
す。
デリバティブ取引は、カウンターパーティーの信用リスクに晒されております。カウンタ
ーパーティーの信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ取引を行ってお
ります。

② 流動性リスク
流動性リスクとは、当社グループが現金又はその他の金融資産により決済する金融負債に

関連する債務を履行するにあたり、支払期日にその支払いを実行できなくなるリスクであり
ます。
営業債務及びその他の債務、借入金等は流動性リスクに晒されておりますが、当社グルー

プでは、各社が適時に資金繰計画を作成・更新し、流動性リスクを管理しております。
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③ 市場リスク
（ⅰ）為替変動リスク

当社グループは、外貨建て債務及び投資に伴う為替変動に晒されております。外貨建て債
務について、月別に把握された為替の変動リスクに対して、社内規程に従って先物為替予約
を利用してヘッジしております。なお、為替相場の状況により、実需に伴う外貨建債務額を
限度として為替予約を行っております。

（ⅱ）金利変動リスク
当社グループは、資金需要は手元資金で賄うことを基本とし、必要に応じて銀行借入にて

調達をしております。借入金のほとんどは自己株式取得に係る資金調達を目的として、固定
金利により銀行借入にて調達したものであります。この結果、金利変動リスクは僅少である
ため、金利変動リスクに係る感応度分析の開示は省略しております。

（ⅲ）株価変動リスク
当社グループは、市場性のある有価証券を保有しており、市場価格の変動リスクに晒され

ております。市場性のある有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する
株式であり、定期的に公正価値を把握しております。
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３．金融商品の公正価値等に関する事項
① 公正価値で測定する金融商品のレベル別分類

金融商品の公正価値のヒエラルキーは、次のとおり分類しております。
レベル１：活発な市場における相場価格により測定された公正価値
レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外で、直接又は間接的に観察可能なインプット

により測定された公正価値
レベル３：観察可能でないインプットを用いて測定された公正価値
公正価値の測定に使用される公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定に用いた

重要なインプットのうち、最もレベルの低いインプットに応じて決定しております。公正価
値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各報告期間の期末に発生したものとして認識しており
ます。

② 金融商品の公正価値及び帳簿価額
償却原価で測定される金融商品の公正価値及び連結財政状態計算書における帳簿価額は次

のとおりであります。
（単位：千円）

当連結会計年度末
（2025年3月31日）

帳簿価額 公正価値

長期借入金 2,050,000 2,010,410

その他金融負債 1,786,498 1,779,278
上記には、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品は含めておりませ

ん。なお、長期借入金及びその他金融負債は、１年内返済予定の長期借入金等及び長期借入
金等の金額となります。
長期借入金及びその他金融負債の公正価値は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った

場合に想定される利率で割り引いて測定する方法によっており、レベル３に分類しておりま
す。

③ 公正価値で測定する金融商品
公正価値ヒエラルキーのレベルごとに分類された、経常的に公正価値で測定する金融資

産の内訳は、次のとおりであります。また、非経常的に公正価値で測定している金融資産
及び金融負債はありません。なお、当連結会計年度において、レベル間の振替が行われた
金融商品はありません。
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（単位：千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産
純損益を通じて公正価値で測定する金
融資産：
有価証券 − − 172,849 172,849

デリバティブ資産 − 274 − 274

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産：
有価証券 144,686 − 2,685,983 2,830,669

合計 144,686 274 2,858,832 3,003,793

金融負債
純損益を通じて公正価値で測定する金
融負債：
デリバティブ負債 − 15,372 − 15,372

合計 − 15,372 − 15,372

④ レベル２、レベル３に区分される公正価値測定に関する情報
レベル２の金融資産及び金融負債は、デリバティブ金融資産及びデリバティブ金融負債で

あります。これらの公正価値は、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しており
ます。
レベル３に区分される金融資産は、主として非上場株式、転換社債であります。非上場株

式の公正価値は、割引キャッシュ・フロー法、純資産価額法等の適切な評価方法により公正
価値を測定しております。割引キャッシュ・フロー法に基づく評価方法においては、将来キ
ャッシュ・フロー、割引率等の観察可能でないインプットを利用して測定しております。
レベル３に区分される金融商品の経常的な公正価値は、グループ会計方針の定めに従い測

定しており、金融商品の個々の性質、特徴並びにリスクを最も適切に反映できる評価方法及
びインプットを決定しております。また、公正価値の測定結果については、上位役職者によ
るレビューと承認を行っております。
なお、レベル３に区分される金融商品のインプットについて、それぞれ合理的と考えられ

る代替的な仮定に変更した場合に、公正価値の金額に重要な変動はないと考えております。
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レベル３に区分された金融商品の期首残高から期末残高への調整表
（単位：千円）

当連結会計年度
（自 2024年4月1日
至 2025年3月31日）

期首残高 2,875,355

利得及び損失合計

純損益(注１) △9,112
その他の包括利益(注２) △413,727

購入 413,317

売却 −

その他 △7,000

期末残高 2,858,832
（注）１．連結損益計算書の「金融収益」又は「金融費用」に含まれております。

２．連結包括利益計算書の「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産」に含まれ
ております。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり親会社所有者帰属持分 602円64銭
２．基本的１株当たり当期利益 101円12銭
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収益認識に関する注記

１．売上収益の分解
顧客との契約から認識した売上収益分解は次のとおりであります。

（単位：千円）

収益認識時点
報告セグメント

合計
情報基盤事業 アプリケーション・

サービス事業 医療システム事業

一時点で充足 6,427,076 501,897 2,780,546 9,709,520
一定の期間にわたり充
足 39,158,619 8,675,451 7,338,664 55,172,735

合計 45,585,696 9,177,349 10,119,210 64,882,255
（注） グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。

「情報基盤事業」
情報基盤事業は、当社及び子会社のクロス・ヘッド株式会社、OCH株式会社、Firmus

Sdn.Bhd.、Firmus Consulting Sdn.Bhd.、Firmus Pte.Ltd.から構成されており、ネット
ワーク、セキュリティ、ストレージ等の製品販売、インテグレーション、保守・運用・監視
等のサービスを提供しております。
情報基盤事業における収益は、各取引の実態に応じて、一時点若しくは一定の期間にわた

り収益を認識しております。一時点で収益を認識する取引として、ネットワーク機器等の製
品販売がありますが、これらは、契約において支配の移転時点が明記されている場合には当
該支配の移転時点に、そうでない場合には顧客への引渡時に収益を認識しております。一定
の期間にわたり収益を認識する取引として、保守やサブスクリプション等のサービス提供の
履行義務等がありますが、履行義務が主に時の経過につれて充足されるため、顧客との契約
に係る取引価格を契約期間にわたり均等に収益を認識しております。主な支払条件は、サー
ビス提供は契約開始時の翌月末支払い又は単年度ごとに顧客と合意した支払条件、製品販売
は引渡時の翌月末支払いであり、重大な金融要素は含まれておりません。契約条件に従って
履行義務の充足前に顧客から前受対価を受領する場合には、契約負債を計上しております。
なお、重要な返品及び返金の義務並びにその他の類似の義務はありません。
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「アプリケーション・サービス事業」
アプリケーション・サービス事業は、当社及び子会社の株式会社カサレアル、アレクシア

フィンテック株式会社、TechMatrix Asia Holdings Co., Ltd.、TechMatrix Asia Co.,
Ltd.から構成されており、ビジネスソリューション、ソフトウエア品質保証、CRMの対面市
場向けに、システム開発、テスト等の付加価値の高いアプリケーション・サービスを提供し
ております。
アプリケーション・サービス事業における収益は、各取引の実態に応じて、一時点若しく

は一定の期間にわたり収益を認識しております。一時点で収益を認識する取引として、クラ
ウド（SaaS）等のサービスやシステム開発に付随するハードウェア等の製品の販売があり
ますが、これらは、契約において支配の移転時点が明記されている場合には当該支配の移転
時点に、そうでない場合には主として顧客への引渡時に収益を認識しております。一定の期
間にわたり収益を認識する取引として、保守やクラウド（SaaS）等のサービス提供やシス
テム開発の履行義務等があります。サービス提供の履行義務は、履行義務が主に時の経過に
つれて充足されるため、顧客との契約に係る取引価格を契約期間にわたり均等に収益を認識
しております。システム開発の履行義務は、開発の進捗によって充足されるため、開発の進
捗度に応じて開発期間にわたり収益を認識しております。進捗度は、発生したコストに基づ
くインプット法（原価比例法）を用いております。支払条件については、「情報基盤事業」
と同様であります。なお、重要な返品及び返金の義務並びにその他の類似の義務はありませ
ん。

「医療システム事業」
医療システム事業は、子会社の合同会社医知悟、株式会社A-Line、PSP株式会社から構成

されており、医療市場向けに医療関連のソフトウェア開発・インテグレーション及びクラウ
ド（SaaS）サービスを提供しております。
医療システム事業における収益は、各取引の実態に応じて、一時点若しくは一定の期間に

わたり収益を認識しております。一時点で収益を認識する取引として、クラウド（SaaS）
等のサービスやシステム開発に付随するハードウェア等の製品の販売がありますが、これら
は、契約において支配の移転時点が明記されている場合には当該支配の移転時点に、そうで
ない場合には主として顧客への引渡時に収益を認識しております。一定の期間にわたり収益
を認識する取引として、保守やクラウド（SaaS）等のサービス提供やシステム開発の履行
義務等があります。サービス提供の履行義務は、履行義務が主に時の経過につれて充足され
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るため、顧客との契約に係る取引価格を契約期間にわたり均等に収益を認識しております。
システム開発の履行義務は、開発の進捗によって充足されるため、開発の進捗度に応じて開
発期間にわたり収益を認識しております。進捗度は、発生したコストに基づくインプット法
（原価比例法）を用いております。支払条件については、「情報基盤事業」と同様でありま
す。なお、重要な返品及び返金の義務並びにその他の類似の義務はありません。

２．契約残高
① 顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債

連結財政状態計算書において、顧客との契約から生じた債権は営業債権及びその他の債
権、契約資産はその他の流動資産に含まれております。
契約資産は、主として一定の期間にわたり履行義務が充足される契約において、収益を認

識したが、未請求の作業に係る対価に関連するものであります。契約資産は支払いに対する
権利が無条件になった時点で営業債権に振り替えられます。
契約負債は、主としてサービスの提供時に収益を認識する契約について、顧客から受け取

った前受対価に関連するものであり、連結財政状態計算書において「契約負債」として計上
しております。
顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の金額は次のとおりであります。

（単位：千円）
前連結会計年度末

（2024年3月31日）
当連結会計年度末

（2025年3月31日）

顧客との契約から生じた債権 6,795,292 7,596,528

契約資産 440,365 738,355
契約負債 42,225,862 57,663,116

② 認識した収益のうち、期首時点の契約負債残高に含まれていた履行義務から認識した収益
認識した収益のうち、期首時点の契約負債残高に含まれていた履行義務から認識した収益

の金額は次のとおりであります。
（単位：千円）

当連結会計年度
（自 2024年4月1日
至 2025年3月31日）

期首時点の契約負債残高に含まれていたもの 18,326,946
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３.残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末現在、残存履行義務に配分した取引価格の総額は88,155,910千円であ

ります。これは、進捗度に応じて2025年から2033年にわたり収益が認識されると見込ま
れております。なお、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要
な金額はありません。

４.顧客との契約の獲得または履行のためのコストから認識した資産
契約履行のためのコストは、「契約負債」に対応する売上原価に係る契約期間未経過分を、

将来回収可能と見込まれる部分について資産として認識しており、連結財政状態計算書にお
いて、保守取引は「前払保守料」として、保守取引以外は「前渡金」として計上しておりま
す。
前渡金及び前払保守料の金額は次のとおりであります。

（単位：千円）
当連結会計年度末

（2025年3月31日）
前渡金 35,844,151

前払保守料 12,762,530
当連結会計年度において、契約履行のためのコストから認識した資産に係る償却費は、

17,686,868千円であり、減損損失はありません。なお、当グループにおいては、顧客との
契約の獲得のためのコストから認識した資産の額に重要性はありません。

その他の注記

（企業結合）
（1）企業結合の概要

当社は、2024年10月18日開催の取締役会において、マレーシアの大手サイバーセキュ
リティ事業者であるFirmus Sdn. Bhd. （以下「Firmus」といいます。） の全株を取得し
子会社化することを目的とした株式譲渡契約を、当社とFirmusとの間で締結することを決
議し、2024年10月21日付で契約を締結しました。同年11月12日、本契約に基づき買収対
象企業の株式取得の手続きを完了しました。
なお、本件株式取得に際し、Firmusの子会社である「Firmus Consulting Sdn. Bhd.

(Firmusが100%保有)」および「Firmus Pte. Ltd. （Firmusが70%保有）」は当社の孫会
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社になります。

（2）被取得企業の名称及び事業内容
被取得企業の名称 Firmus Sdn. Bhd.
事業の内容 セキュリティ製品の販売、セキュリティサービス、セキュリティコンサルテ

ィング

（3）企業結合を行った主な理由
当社は、本年度から開始された3年間の新中期経営計画「Creating Customer Value in

the New Era」の中で、「海外での事業拡大」を重要な戦略の1つとして掲げております。
ICT分野は今後も成長市場ではあるものの、日本国内のみで事業を展開する場合、国内労働
人口の減少により、将来的に当社ビジネスの成長も限界に達する可能性があると考えており
ます。当社情報基盤事業部門では、「海外での事業拡大」という全社戦略に基づき、「アジア
地域での事業展開の模索」を開始し、特に経済成長が著しいASEAN市場に注目し、資本・
業務提携するパートナー企業を探しておりました。
Firmusは、マレーシアの最大手サイバーセキュリティ専業事業者であり、大手金融機関

をはじめ有力な顧客を有する成長企業です。Firmusは、エンタープライズ向けに、ペネト
レーションテストをはじめとする自社開発のセキュリティサービスを提供すると共に、最先
端のセキュリティテクノロジーとマネージドサービスを提供しており、特にセキュリティサ
ービスに強みを持っています。一方で、当社は、長年にわたって培った目利き力を活かした
最先端テクノロジーの発掘と販売のノウハウと、販売した製品の利活用を支援する独自のセ
キュリティサービスに強みを持っており、両社は、強固な補完関係を構築できるという判断
に至りました。当社の持つ最先端のセキュリティテクノロジーに対する目利き力と、
Firmusのセキュリティサービスのノウハウの強みを活かし、プロダクトおよびサービスの
アラインメントを進め、マレーシアと日本の両国内におけるビジネスの拡大を目指してまい
ります。
Firmusの子会社化により、マレーシアと日本の両国においてビジネスを拡大しつつ、

Firmusを起点として、他のASEAN市場へも「最先端のセキュリティテクノロジー＋セキュ
リティサービス」を提供し、更なるビジネス拡大を進めてまいります。
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（4）企業結合日
2024年11月12日

（5）企業結合の法定形式
現金を対価とする株式取得

（6）譲渡対価の公正価値
145,000,000 MYR (5,128,650千円 １MYRを35.37円で換算）
なお取得の対価の支払いに伴い、当社は支払後の12月4日に、2,000,000千円の長期借入

を実施しております。

（7）取得した議決権比率
100％

（8）取得日における取得資産、引受負債及び支払対価の公正価値
（単位：千円）

金額
支払対価の公正価値（現金） 5,128,650
取得資産及び引受負債
現金及び現金同等物 373,209
その他の流動資産 1,090,194
有形固定資産 83,305
無形資産 909,594
その他の非流動資産 202,526
流動負債 1,181,244
非流動負債 386,678

取得資産及び引受負債（純額）
非支配持分

1,090,907
25,834

のれん（暫定額） 4,063,576
（注）１．取得に直接要した費用は184,703千円であり、連結損益計算書の「販売費及び一般管理費」に含ま

れております。
２．営業債権及びその他の債権の公正価値は534,875千円であります。契約金額の総額は534,875千
円であり、回収不能と見込まれるものはありません。

３．偶発負債はありません。
４．取得資産及び引受負債並びにのれんについては、当連結会計期間末において取得対価の配分が完了
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してい ないため、現時点で入手可能な情報に基づいて暫定的に算定しております
５．非支配持分は、被取得企業に係る非支配持分であり、現時点で識別可能な純資産の公正価値に対す
る非支配株主の持分割合で測定しております。

６．のれんの主な内容については、取得から生じることが期待される既存事業の拡大による超過収益力
であります。のれんについて、税務上損金算入を見込んでいる金額はありません。

（9）キャッシュフロー情報
（単位：千円）

金額

取得により支出した現金及び現金同等物 △5,128,650

子会社の支配獲得による現金流入額 373,209

子会社株式の取得による支出 △4,755,440

（10）企業結合に係る取得日以降の損益情報
連結損益計算書に含まれている取得日以降の被取得企業の業績は次のとおりであります。

（単位：千円）
当連結会計年度

（自 2024年4月1日
至 2025年3月31日）

売上収益 1,030,376

当期利益 137,027

本企業結合が期首に実施されたと仮定した場合のプロフォーマ情報は、次のとおりでありま
す。なお、当該プロフォーマ情報は監査証明を受けておりません。

（単位：千円）
当連結会計年度

（自 2024年4月1日
至 2025年3月31日）

売上収益（プロフォーマ情報） 1,978,121

当期利益（プロフォーマ情報） 304,414
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（非金融資産の減損）
当社グループは、減損損失を認識し、連結損益計算書の「その他の費用」に計上しており

ます。減損損失の内訳は、以下のとおりであります。
（単位：千円）

当連結会計年度
（自 2024年4月1日
至 2025年3月31日）

有形固定資産

建物 2,708

無形資産

ソフトウエア 276,277

ソフトウエア仮勘定 52,507

その他 1,635

合計 333,128
当社グループは、原則として、事業セグメントを基準としてグルーピングを行っておりま

す。また、遊休資産及び処分予定資産につきましては、当該資産ごとにグルーピングを行っ
ております。
有形固定資産及び無形資産に係る減損損失は、当社のEdTech事業部において、投資コス

ト等の増加により想定していた収益が見込めなくなったことに伴い、当事業年度末における
資金生成単位に帰属する該資産の帳簿価額を全額減損したことにより、333,128千円の減
損損失を計上しました。
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（持分法による投資損失）
当社は、一部の持分法で会計処理されている投資に市場価格の下落による減損の客観的な

証拠が存在すると判断したため、減損損失を認識しております。当該減損損失は、連結損益
計算書において「持分法による投資損益（△は損失）」に含めて表示しております。その内
訳は以下のとおりであります。

（単位：千円）
当連結会計年度

（自 2024年4月1日
至 2025年3月31日）

当期損失の当社グループ持分 140,079

減損損失 151,088

合計 291,167

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法
（2）その他有価証券

①市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により

算定しております。）
②市場価格のない株式等
移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第

２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に
応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によってお
ります。

２ デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）の評価基準及び評価方法
時価法

３ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有する棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

a 商品及び製品
個別法

b 貯蔵品
個別法
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４ 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物（建物附属設備） ３〜18年
工具、器具及び備品 ３〜10年

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、法人税法の規定に基づき、
３年間の均等償却を行っております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売期間（３年以内）における見込販売

数量もしくは見込販売収益に基づき償却する方法によっております。
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間に基づき、サービス提

供目的のソフトウエアは５年以内、それ以外のソフトウエアは５年の定額法によっており
ます。
その他の無形固定資産については、法人税法の規定に基づく減価償却と同一の基準によ

る定額法によっております。
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

５ 繰延資産の処理方法
株式交付費
支出時に全額費用として処理しております。

６ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。
７ 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。
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（2）賞与引当金
従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

（3）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度か
ら費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額法により按分した額を、発生時から費用処理しております。
（4）執行役員退職慰労引当金

執行役員の退任による退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。

（5）受注損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約に係る損失見

込額を計上しております。
（6）役員賞与引当金

役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。
（7）役員株式給付引当金

株式報酬制度に基づく役員に対する株式の給付に備えるため、当事業年度末における株
式給付債務の見込額を計上しています。

８ 収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認
識会計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第30号 2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に
移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識して
おります。
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９ ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約に
ついては振当処理を採用しております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

為替予約取引 外貨建金銭債務
外貨建予定取引

（3）ヘッジ方針
外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。

（4）ヘッジの有効性の評価
為替予約取引は、ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が同一であり、高い相関関係が

あると考えられるため、有効性の判定を省略しております。
10 その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ
れらの会計処理の方法と異なっております。
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会計上の見積りに関する注記
１．関係会社株式の評価

当事業年度の貸借対照表において関係会社株式10,126,247千円が計上されております。
関係会社株式は取得価額をもって貸借対照表価額としておりますが、当該株式の実質価額

が著しく低下したときは、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いては、
相当額の減額を行い評価差額を当期の損失といたします。
当該見積り及び仮定は、経営環境や事業戦略に基づき策定された事業計画を基礎としてお

ります。ただし、これらの仮定は将来の予測不能な前提条件の変化等の影響を受けることが
あり、翌事業年度以降の貸借対照表に重要な影響を与える可能性があります。

２．投資有価証券（非上場株式）の評価
当事業年度の貸借対照表において投資有価証券1,723,512千円が計上されております。
投資有価証券（非上場株式）は取得価額をもって貸借対照表価額としておりますが、当該

株式の実質価額が著しく低下したときは、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場
合を除いては、相当額の減額を行い評価差額を当期の損失といたします。
投資有価証券（非上場株式）の評価は、個別の投資先ごとに入手可能な直近事業年度の業

績及び翌事業年度以降の事業計画等に基づき行っておりますが、将来の予測不能な前提条件
の変化等の影響を受けることがあり、翌事業年度以降の貸借対照表に重要な影響を与える可
能性があります。
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貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 1,113,668千円
2．保証債務

債務保証
子会社の未払金についての債務保証を行っております。
クロス・ヘッド株式会社 1,613,717千円

3．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 123,373千円
短期金銭債務 124,600千円

4．当座貸越契約及びコミットメントライン契約
当社は、資金の機動的かつ安定的な調達調達枠を確保するとともに、より一層の財務基盤

の強化を図ることを目的として、取引銀行3行と当座貸越契約及びコミットメントライン契
約を締結しております。この契約における借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越限度額及びコミットメントラインの総額 5,600,000千円
借入実行残高 200,000千円
差引額 5,400,000千円
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損益計算書に関する注記

１．一般管理費に含まれる研究開発費 51,712千円
２．関係会社との取引高

営業取引（収入分） 1,744,323千円
営業取引（支出分） 1,009,943千円
営業取引以外の取引（収入分） 3,104千円

３．減損損失
連結計算書類の「その他注記」（非金融資産の減損）に同一の内容を記載しているため、

注記を省略しております。
４．投資有価証券評価損

貸借対照表に計上している投資有価証券（非上場株式）について、当事業年度において
27,016千円の投資有価証券評価損を損益計算書の特別損失に計上しております。

５．関係会社株式評価損
貸借対照表に計上している関係会社株式のうちモビルス株式会社の株式について、市場価

格の下落による客観的な証拠が存在すると判断したため、当事業年度において309,997千
円の関係会社株式評価損を損益計算書の特別損失として計上しております。

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類および株式数に関する事項
当事業年度期首

株式数 増加株式数 減少株式数 当事業年度末
株式数

普通株式(株) 4,389,486 149 39,910 4,349,725
（注）１．普通株式の自己株式数の増加149株は単元未満株式の買取りによるものであります。

２．普通株式の自己株式数の減少33,400株は新株予約権の行使によるもの、6,510株は業績連動型株式
報酬としての処分による減少であります。
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税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
未払事業税 56,921千円
賞与引当金 118,288千円
法定福利費 18,818千円
退職給付引当金 367,149千円
執行役員退職慰労引当金 21,361千円
長期未払退職金 3,309千円
株式報酬費用 45,380千円
未払事業所税 4,372千円
未払賞与 198,269千円
投資有価証券評価損 85,534千円
関係会社株式評価損 97,680千円
減損損失 105,387千円
資産除去債務 27,191千円
その他有価証券評価差額金 1,551千円
繰延ヘッジ損益 4,707千円
その他 34,145千円
繰延税金資産小計 1,190,068千円
評価性引当額 △252,977千円
繰延税金資産合計 937,090千円

（繰延税金負債）
資産除去債務に対応する除去費用 △22,461千円
その他有価証券評価差額金 △64,217千円
繰延ヘッジ損益 △83千円
その他 4,413千円
繰延税金負債合計 △82,348千円

繰延税金資産の純額 854,741千円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の
内訳
法定実効税率 30.62％

（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.36％
住民税等均等割額 0.13％
評価性引当額 2.83％
法人税額の特別控除額 △4.29％
役員賞与 0.27％
その他 △0.50％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.43％

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に公布

され、2026年４月１日以後に開始する事業年度から防衛特別法人税が課されることとなり
ました。これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時
差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.62％から
31.52％に変更し計算しております。
この税率変更による当事業年度の計算書類に与える影響は軽微であります。
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関連当事者との取引に関する注記

当社の子会社および関連会社等

種類 会社等
の名称 所在地

資本金
または
出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額(千

円) 科目 期末残高(千
円)

子
会
社

クロス・ヘッド
株式会社

東京都
港区 395

ネットワー
クソリュー
ションの提
供及びITエ
ンジニアの
派遣
ネットワー
ク、セキュ
リティ、通
信関連機器
の販売等

(所有)
直接 100.0

保守・監視
業務の委託
等、役員の
兼任

保守業務の
委託等 607,730 前払保

守料 728,343

債務保証 1,613,717 ― ―

（注）１. 取引条件及び取引条件の決定方針等
(1) 価格その他の取引条件は、一般取引と同様に見積りを入手し、価格交渉の上決定しております。
(2) 債務保証については、子会社の支払委託に対して債務保証を行っており、取引金額には、債務保
証の期末残高を記載しております。
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１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 447円12銭
２．１株当たり当期純利益 75円29銭

収益認識に関する注記

（収益を理解するための基礎となる情報）
連結計算書類の「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略して

おります。

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。


